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おわりに
1本稿は、平成21年度札幌学院大学留学研究制度により、マレーシア国民大学（UKM）及
び亜細亜大学アジア研究所において行った研究成果の一部である。
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はじめに一新時代を迎える東アジア経済
東アジア経済発展の最大の特徴は、資本主義経済システムを生んだ西欧諸
国と比較して、驚異的な速さで工業化を達成し、国民所得を倍増したことに
ある。タイやマレーシアは、東南アジア諸国連合（AssociationofSouthEast
AsianNatlOnS、ASEAN）の優等生からASEANの先進国（Advanced
Countries）と呼ばれ、その経済発展の速度2には目を見張るものがある。こ
のASEAN諸国を追いかけ、キャッチ・アップ（catch－up）し、ニケタ台の
経済成長を記録しているのが中国である。ASEAN及び中国は、東アジアの
奇跡を清じ、「世界の工場」となった。
欧米諸国で近代的工業化が開始されたのは、1780年代に英国で起こった産
業革命を契機とする。英国では、国民所得を倍増するのに58年を費やした。
米国では、1お9年を基準として47年を、日本では、日清戦争が終わった1885
年に本格的な工業化が始まり、国民所得を倍増するのに35年間を必要とした。
遅れて工業化に乗り出せば乗り出すほど、国民所得を倍増する期間が短く
なっている。韓国では、朴大統領がクーデターにより政権の座につき、本格
的な工業化に着手した1966年を基準とし、国民所得水準を11年で倍増した。
また、タイやマレーシアでは、1980年を基準に韓国と同様に、11年間で国民
所得を倍増した。中国では、改革開放を開始した1978年の所得を、10年間で
倍増し、現在もBRICs3の一員として、高成長を続けている4。これらは、東
21997年のアジア通貨危機以来、掛斉現象を分析する上でスピード（Speed）を考慮するこ
とが、重要な分析道具となっている。身近なところで、2∝嶋年9月のリーマン・ブラザー
ズの倒産後の経済後退の速さを想起すれば、その重要性を認識することができる。
3中国、インド、ロシアとブラジルの4カ国を意味する。この外IBSAC（インド、ブラジ
ル、南アフリカ共和国と中国）やNextll（トJレコ、エジプト、バングラデシュなど）な
どを、今後経済発展の可能性を持つ新興国と呼ぶ。
gconOm元尺印Orr0血丹esゐヵ亡鋤搾血r前納娩eAmUd尺印Orが鰻eCoumdが
Economje Adv7SeTS，Februaryl999．Transmitted to the Congress．United States
governmentPrintlngO伍ce．p227及びタイとマレーシアは筆者が計算した。
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アジア地域で産業革命が発生したことを意味する。
東アジア諸国は、現在の先進国5を形成する欧米諸国より、遥かに驚異的
な速さで国民所得を倍増し、経済停滞からテイク・オフ（t濾e－Off）6を達成
し、「世界の成長センター」となった。2008年世界的経済後退により、経済
成長率は低下しているが、「世界の成長センター」としての地位の変化はみら
れない。
「匡】連開発の10年」が開始された1960年代、発展途上国（Less－Developed
C。untries、LDC）の近代化に対して、悲観論が支配的であった当時と様変
わりとなり、LDCも欧米先進国と同様に、その経済政策の立案と実行能力
を高め、国民所得を倍増させ、先進国の仲間入りすることができることを証
明し、アフリカ諸国などを、勇気づけるとともにLDC経済開発のモデルと
なっている。
東アジア諸国の経済発展は、学習効果（leamingbydoing）、シナジー効果
（synergyefEect）とデモンストレーション効果（demonstrationefEect）に
ょるところが大きく、東アジア諸臥二①国民の生活水準の改善と引き上げ、
②大幅な貧困の削減、③貧困の状態かが生んだ慢性的無気力状態から、国民
に経済機会を増やし、豊かさをもたらした。
東アジア諸国の経済発展戦略の基本は、近代化＝工業化を、貿易と直接投
資（foreigndirectinvestment、FDI）に絡ませたところにあり、グローバル
経済化した国際経済環境において、この戦略が効果を発揮した。戦略の理論
5経済協力開発機構（OECD）に30カ国が加盟している。基本的に一人当たりの国民所得水
準により、先進国と発展途上国を分類するが、平均寿命の長さ、幼児死亡率や識字率など
の社会的指標と合せて先進国であるかどうかを据合的に判断する。国連ミレミアム計画
は発展途上国の貧困削減目標を掲げている。
6W．W．R。StOWが著魯「経済成長の諸段階Jの中で主張した経済発展段階を来す概念であ
り、開発経済論では国民所得が倍増する経済現象をテイク・オフと呼ぶ。テイク・オフの
条件としてロストウは、①投資率が10－15％、②工業化と都市化の進展、③サービス産業
の発展と農業の生産性の向上をあげた。
－3－
を提供したのが、輸入代替工業化（importsubstitutionindustrialization、
ISI）であり、輸出工業化（export－OrientedinduStrialization、EOI）そして
比較優位（comparativeadvancetheory）の原則と、FDIによる雁行形態的
経済発展論（flyinggeesetheory）であった。FDIの国際的な自由化は、経
済の市場化とともに、想像以上に進展している。
しかし、「失われた1990年代」を経験した日本経済には、力強く雁の群れ
の先頭を飛ぶ経済力と影響力は影をひそめ、東アジア地域で起きていること
は、雁行形態的経済発展から、経済の同質化に伴う競争的・同時多発的経済
発展に移りつつあること、また垂直分業を基礎とした異質経済から、同質的
経済体質になったことにより地域経済圏が形成され、東アジア共同体構想
（EastAsianCommunlty，EAC）が浮上し、新しい経済発展段階を迎えて
いる。東アジア共同体構想の浮上は、東アジアにおける雁行形態的経済発展
観の終焉7が、近いことを意味しているともいえる。
サブ・プライム・ローン問題に端を発した、2008年9月のリーマン・ブラ
ザーズの破綻を契機とした、世界金融危機と世界同時景気後退により、世界
景気の回復が火急の課題になっているが、東アジア共同体構想と絡めた景気
回復は、重要である。2015年を目標としたASEAN共同体構想は、遅れるこ
とが予想される。
本稿では、「工業的により進んだ国は、より発展の進んでいない国に、それ
自身の未来の姿を示す8」ように、また「工業化はいつでも、後進国がより
7－人当たりGDPにおいて日本は1990年代初めにはOECD加盟国の中で第2位であった
が、2∝）7年には18位となり、絶対額も19鮒年以来、約3万5，∝X）ドルと変化がない。こ
れに対して第1位のルクセンプルグは、日本の倍に当たる7万ドル台であった。また
アジア地域に限ってみても、日本は2∝）7年にシンガポールに抜かれて、第1位を譲り第
2位となった。
8カール・マルクス：r資本制序文。マルクスの古典的命題は、現代経済を考えるうえで
ヒントを与えてくれるときがある。彼にとって、時には想いつきであったかもしれない
が、ケインズなどの経済思想・理論家と同様、示唆的なものがある。「目的のため手段を
選ばない」あるいは「言葉を弄んだ」マルクス主義（宗教）者とは大きく異なる。
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進んだ国から借用することができる技術革新の備蓄が多ければ多いほど、よ
り展望が見える9」ように、現在の東アジア諸国の豊かさをもたらした工業
化理論を取り上げ、東アジア地域における雁行形態的経済発展理論の果たし
た役割を考察し、東アジア共同体構想の中で、日本経済が東アジア地域で再
び雁の先頭を飛ぶことを可能とする、再異質化10の可能性を考察することを
目的とする。
尚、2008年に発生した世界金融危機を引き金とする世界同時不況は、東ア
ジア地域における雁行形態経済発展による、産業構造の同質化（外需依存型）
と類似経済開発戦略（外資主導型）の負の結果といえる11。
1．工業化理論と雁行形態理論の基本的枠組み
ASEAN諸国の工業化過程を定式化すると、植民地からの政治的独立後、
工業化資金源としての一次産品輸出収入をもとに、第一次輸入代替工業化
（軽工業品、消費財）を実施した後、第二次輸入代替工業化（重工業、資本
財）による重工業化による産業構造の高度化が試みられ、輸出工業化にシフ
トしていったことである。このシフトは、外資主導型輸出志向工業化
9Aガーシェン・クロン：r後発工業国の経済史」ミネルヴァ書房　p4。同じページで
「外国機械の大規模な輸入および外国ノウハウの偶発性およびそれに付随した、時の軽
過とともに生じる急速な工業化の機会は、後進国における経済発展の潜在的可能性と経
済の現実との問の溝をますます拡大してきたという基本的な事実である」とした。さらに
p52において「経済進歩の選考条件の欠如を克服することを可能とするものは、おおむ
ねこうした「後進性の優位」の存在である」としており、東アジア諸国の工業化の成功は
この「後進性の優位」が作用したことといえる。
10日本軽議の比較優位として環境技術が指摘されるが、筆者は以前から現在の物作りを基
礎とした「金敵投資立国」を目指すべきであると主張してきた。2㈱8年の世界的金融危機
で金融の果たす危うさが指摘されているが、この考えは現在も変わっていない。匡】際収
支において所得収支が貿易収支の黒字を上回っていることに注意を払うべきである。
1－P．Krugman．me肋urm0β印feSゐngcα10mJcsの‘二ねp飢Tわがと‘‘As血もCrasが’
が参考になる。
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（ExporトOrientedindustrializationledbyFDI）戦略に昇華し、FDI主導に
よる製品販売先を、外部経済である海外市場に求め、ASEAN諸国は工業国
の一月となった。
輸入代替工業化の製品需要は国内市場にあり、輸入財を国内生産にシフト
させる工業化戦略である。輸出志向工業化と輸入代替工業化の相違は、前者
は購買力が小さい国内市場ではなく、対象市場をもっぱら海外市場に求め、
輸入品を国産化する過程をスキップした、輸入代替工業化の発展的工業化戦
略にある。この発展的工業化戦略の基礎的理論を提供したのが、赤松要の雁
行形態論である。
赤松要が、後進国の「ある工業品について輸入・生産・輸出が継起するこ
とを雁行的発展の基本形態とよび、副次的な雁行形態として消費財から資本
財へ、また、租製品から精製品への継起をとらえる。さらに最先進国を先端
とし、後続するそれぞれの発展段階の諸国の系列もまた副次的に雁行形態と
よぶことができる。12」として以来、雁行形態論は二つの基本的雁行形態、す
なわち①国内での輸入一国内生産1輸出と、②東アジア地域における国別の
雁行形態をあらわし、東アジア地域の経済発展を理解する際、頻繁に用いら
れるようになった。取りまとめれば、雁行形態は、①貿易とFDIによる技
術移転を通した後発国の国内産業の高度化過程とその方向性及び、②世界経
済における国・地域別の経済発展の経路から構成されている。
「世界の成長センター」となった東アジア地域の経済発展の一般的特徴は、
①開発華裁型経済発展（あるいは政府主導型）、②輸出（志向）工業化、③
門戸開放による外資主導型にある13。経済発展装置としての開発独裁は、東
アジア諸国の政治体制の特徴である長期政権と開発主義ユ4に基づく、産業政
12赤松要F壮界経済論j国元書房1965年　p169．p173
13三木敏夫rアジア経済と直接投資促進副　ミネルヴァ書房　2（氾1年　p65
14村上泰亮「反古典の政治経済判中央公論社1992年において、①私有財産制と市場経済
を基本的な枠組みとしたシステム、②目標は・人当たりの生産性の持続的成長を保証す
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策と結び付いたものである15。開発独裁を舞台に開発主義として、輸出工業
化と外資導入の積極的な導入による工業化が推し進められ、「東アジアの奇
跡」を作り出した。特に、ASEAN諸国が採用した開発主義としての政策は、
外資主導型輸出（志向）工業化であった。ASEAN諸国は、1980年代央、門
戸開放政策を積極的に進め、FDIのマーケティングを行い、円高ドル安に悩
む日本企業を主なターゲットとしてFDIを誘致16した。
東アジア諸国の工業化を国別にみれば、3つの形態に分類することができ
る。第一に、日本・韓国型である。これは工業化の資本源泉を外資に依存す
るが、FDIに重点を置くのではなく、外国商業銀行などからの借り入れによ
ることを特徴としている。FDIによる外国企業の進出より、国内企業の資本
不足を補うために、外国金融機関ないし経済援助から導入する方式であり、
ある意味では「閉鎖的外資導入政策」17である。第二の台湾型工業化の特徴
は、大企業重視の工業化を展開する国が多い中で、工業化の推進役として中
小企貴（smallandmediumenterprises、SMEs）を活用したところにある。第
三に、タイ・マレーシア型工業化あるいはASEAN型工業化があげられる。
文字通り工業化に当たり、輸出志向企業の育成のために積極的にFDI導入
を進め、外国企業の進出を推し進めた工業化政策である。
FDI導入による企業誘致の経済効果は、経済の三大要素「ヒト、モノ、カ
ネ」がパッケージとして一括して導入できることにあり、同時に、技術移転
のスピードが、貿易を通した技術移転より違かに速いことである。ASEAN
諸国の経済発展は、これまでの欧米諸国の経済発展と比較して、そのスピー
ドの速さにあり、驚異的経済発展速度をもたらしたのがFDlであった。
る「産剰化」にあり、③この目標達成のため、長期的視点で政布（国家）が掛剤舌効に横
棒的に介入することを容認したシステムとしている。
15三木敏夫rASEAN先進経済論序説」現代図番　2005年に詳しい。
16同上：けジア経済と直接投資促進別の第2車において、FDI誘致技法として①イメー
ジ・ビルディング技法、②投資誘発技法、③投資家サービス技法について論じている0
17日本・韓国型の外資導入方式は、1970年代の中南米諸国の輸入代替工業化期にもみられた0
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雁行形態理論の基本的枠組みは、赤松理論の産業の発展形態に始まり、同
理論を基に、工業化政策としての輸入代替工業化とヴァーノン（R．Vernon）
のプロダクトサイク）L，論（productcycletheory、PC理論）から成り立っ
ている。
この理論の特徴は、あたかも雁が優雅に群れをなして、大空を飛んでいる
飛行形態に酷似した動線を描くところにあり、次の三つの線に、雁の群れが
形成する動線としての雁行形態がみられる（図1参照）。
図1雁行形態の三つの曲線一輸入、生産、輸出量
低開発段階　　　　　　　　　　　　より発展した段階
出所：赤松要1吋金廃貨と国際戦削　東洋経済新報社1974年p175から作成。この概念図は赤松
が発表した．．ATheoryofUnbalancedGrowthintheWorldEconomy”welt血sch血hes
ArcJyv，Heft1961に餃初に紹介された。その後赤松の“AHistricalPattemofEconomic
GrowthlnDevelopingCountries’’・TfleDeveJqpLngEcoDOmLeS、prelminarylSSueNo．11962
においても用いられ、産業の発展過程すなわち輸入一国内生産一輸出過稜の実証分析（綿糸、
綿布、紡織権、機会器具）をもとにhchsが単純化したものである。実証分析による三つの
カー1は雁行形態論を論じる際、一般的に引用されるものである。
曲線Ⅱは消費財の生産を表し、曲線Iは、輸入消費財＝国内需要を表す。
国内における消費財の生産量が時間の経過とともに増加すると、曲線は、I
曲線Ⅱに置き換わり、その後消費財の生産増加が輸入量を上回り、余剰が曲
18I卯aCySachs．凡刑那加血胡d＆mo間近βeve毎meがOf肋血・deYel呼edb田山es，
AsiaPublishlngIiouse1965pl14に同様な園が紹介されている。
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線Ⅲとして輸出となる。すなわち輸入一生産一輸出パターンによる消費財の
輸入代替工業化過程は、資本財の工業化へとシフトする。言葉を替えていえ
ば、消費財の輸入代替工業化は、資本財の輸入代替工業化へと進み、LDC
が工業国となるこの発展過程の典型が日本であり、英国であり、乾後のアジ
アNIEsとASEAN諸国の工業化過程であった。これが資本主義工業化の基
本的な過程であり、雁行形態の基本的な形態である。
また、雁行形態論と形式的対称性を持つのが、ヴァーノンのPC論19であ
る。PC論では、新製品が成熟製品から標準化製品へとシフトしていくにし
たがい、その他の先進臥低開発国にFD工が行われ、結果的に先発国に製品
が逆輸入される過程をモデル化したものである。先進国である工業品が開発
され、市場に導入された後成長し、成熟した後に衰退する、工業製品の生成
から消滅までの成長曲線を表している。先進国企業の新製品開発、製品の差
別化、後発企業との競争を経て、市場参入と撤退などの企業の競争戦略の策
定・意思決定を判断する指標となっている。PC論を図示すれば図2の通り
であり、新製品一成熟製品一標準製品へとシフトする。
19Rayrnond Vernon．“hternationalInvestrnent andlnternationalTradelnthe Product
cycles”，QUar卸かカUm81が且と∞Omfcs1966に発表された論文。赤松はr金廃貨と国際
経済J p156において「プロダクトライフ・サイクルは先進国からみた雁行形態」であ
り、「雁行形態で十分究明されなかった理論が展開されており、「雁行形態論」にそれを取
り入れることは有益である」と評価している。
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図2　ヴアーノンのPC論
米国
新製品　　　　　成熟製品　　　　　標準製品
｝
製品開発の諸段階
出所：RaymondVernon．”International工nvestmentandIntemationalTradelntheProductcycles．
QuarfedyJoumddgconOmlCS1966．ppl鮒－207を参考に作図。
2．雁行形態的経済発展の形成
（1）二形態から構成された雁行形態論
日本を代表的するこの先躯的な雁行形態理論は、大きく分けて二つのアプ
ローチに分類することができる。一つは赤松理論釦であり、もう一つは
加赤松要r金廃貨と国際経済」東洋経済新報社1974年　第5章「国際経済思想変遷の歴史
法則」と第6章「新興国産業発展の雁行形態」ppl131177を参考とする。
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ヴァーノンのプロダク　トサイクル論である。両者の理論的枠組みは、方法
論でトレード・オフ（trade－0任）であり、また相互補完的に経済発展過程を
説明している。雁行形態的経済発展は、英語でFlyingGeesePatternofthe
EconomicDevelopmentとして訳され、日本人経済学者が考えた経済発展論
として国際的に受け入れられている数少ない理論の一つである。また、実証
分析の中から生まれた理論であり、東アジアの経済発展を理解する上で、非
常に説得的であり、有益である。赤松は「後進産業国の産業が先進産業国の
産業を摂取し、それを追跡しつつ成長発展するばあいに一般的に成立する発
展法則を指す21」とその内容を明確に述べている。多分に前述のマルクスの
影響を受けている。その骨子は、①産業発展の雁行形態、②世界経済の異質
化（比較優位に基づく分業）と同質化（競争）、（塾貿易地域の近接化と遠隔
化から成り立ち、「産業発展の雁行形態」22と呼ばれる。③の近接化が、東ア
ジア地域おいて、重層的に経済発展が展開した要因である。
前者は、産業構造の発展過程を実証的に分析した結果から、帰納法的に、
後発工業国が先発工業Blをキャッチ・アップ（catch－up、追いつくこと）過
程を明らかにし、後発国の経済発展過程を理論化した。後者は、工業製品を
演繹的に人間の人生にたとえて、工業製品のライフ・サイクルから先発商品
開発国から後発国に、貿易とFDIを通して技術を媒介として開発商品が伝
播し、経済発展していく過程を説明しており、先進国における多国籍企業
（Multl－nationalCorporation，MNC）発展の視点に立ったものである。両理
論のアプローチは対照的であるが、その発展形態は、雁が秋空に飛行形態を
整えて優雅に飛行する動線を措くうえで共通している。
赤松理論の狙いは、一国（日本）の綿糸、紡織布、綿布、機械器具を対象
とした産業構造発展過程の分析を通して、東アジア地域における後発国が、
21赤松要、「わが国産業発展の雁行形態一機械器具工業について」r一ツ橋論劉1956年11
月　p68
2小島清、「資本苗穂と国際分業」「経済政策と国際貿別春秋社　昭和33年　p443
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先発工業国（日本）に追いついていくかを理論化することにあった。即ち後
発国の先発工業国のキャッチ・アップ過程を理論化したものである。後発国
の工業化過程において輸入一生産・製造一輸出サイクルが、連続的に発生し、
東アジア地域において、産業構造の異質化（分業）から同質化（兢争）に至
る過程を明らかにした。異質化から同質化に移行する経済発展の伝播は、産
業政策としての輸入代替工業化であり、貿易とFDIである。まさに20世紀
後半の東アジア経済発展の現状を説明している。
また、日本では、輸入一生産・製造一輸出のサイクル過程の最終局面とし
て、1980年代央から雇用と技術からなる産業の空洞化（chouowing－Out）現
象が発生することになる。先発国における産業の雁行形態は、輸入一生産・
製造一輸出一産業の空洞化過程をたどることになる。
赤松理論の雁行形態的経済発展は、輸入代替工業化と表裏をなし、地域経
済圏形成の必然性と必要性を導くことになった。戦後、東アジアにおける輸
入代替工業化戦略は、日本の工業化をテキストとし工業化を行ったシンガ
ポール、タイ、マレーシアなどの工業化をリードし、ASEAN共同体や東ア
ジア共同体構想の理論的枠組みを提供した。
日本の工業製品は、欧米諸国の工業品の輸入から発生し、国内生産され、
やがて輸出されている。ASEAN諸周の工業化も、E］本と同掛こ、日本から
の工業製品の輸入から開始されている。後発国において、輸入品の国内生産
から工業化が行われることは、一つの経済法別である23といえる。
30ノ、－シュマンr経済発展の戦略j p120によるもので、ハーシュマンは工業品の輸入の
国内生産から工業化に着手する不均衡成長論を主張した。
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表1雁行形態の比較
赤松理論 輸入一生産一輸出‥ 一基本形態
輸入一生産一輸出一空洞化 （技術）‥　 －第二応用形態
FDI生産一輸出一輸出代替 （国内市場）一経営の現地化 一一一
第三応用形態
PC理論 製品開発一導入一成長一成熟一衰退一消滅 （移行）
注1）本稿では東アジア地域の経済発展を、雁行形態の基本形態からFDIを軸とした雁
行形態の発展形態による経済発展の連鎖であることを考察することにある。
注2）輸出代替はFDIホスト国の国内市場向け工業品の供給を意味している。また、ホ
スト国の経済の自由化、規制棍和により、進められる。
出所：筆者作成
後発国のキャッチ・アップの第一段階として、一国の一産業が他国の産業
をキャッチ・アップすることは、地域的な産業構造の異質化の同質化にはか
ならない。先発国に追いついた後発国は、地域全体の貿易の拡大をもたらし、
この貿易を通して技術移転が行われ、貿易により地域の市場拡大を促進し、
FDIに地域内における投資機会を提供する。資本、技術などの経済要素の国
境を越えた移転がおこり、地域内で比較優位の変化が発生し、国際分業が発
展する。
これにより貿易とFDIにより、地域の国際化（自由貿易と市場経済化）が
一気に進み、地域における雁行形態的経済発展が開始される。1980年央以降、
異質化の同質化は、東アジア地域において競争的地域経済圏を形成すること
になった。これは東アジア地域において明確にみられた地域的経済発展の態
様である。
第二段階では、雁行形態の主役は貿易からFDIに移行し、市場経済化が進
み、地域全体の経済構造の同質化が形成されることにより、地域経済圏が形
成され、共同市場ないし統一された経済圏形成に向けた条件が整えられるこ
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とになる。これが、東アジア地域におけるASEAN経済共同体やASEAN＋
3（日本、韓国、中国）を軸とした東アジア共同体構想にはかならない。
また、この経済構造の同質化が、タイ・バーツから始まった通貨危機が、
アジア通貨危機としてマレーシア、インドネシア、韓国などに伝染
（contaglOn）していた基本的な原因となった糾。
東アジア地域における共同体構想は、EUの経済統合過程を定式化したバ
ラッサの段階的な経済統合過程25と異なり、東アジア地域のそれは、雁行形
態的経済発展による地域経済統合を基礎としており、東アジア地域の特性を
生かした共同市場構想といえよう。赤松理論の最終ゴールは、東アジアにお
ける広域地域経済圏＝地域経済統合の形成にあるといえる。雁行形態的経済
発展論は、地域経済圏構想に昇華し、東アジア地域において日本を雁の先頭
とした雁行形態的経済発展観に移行し、その後相互補完的となり、共生、「共
争」的経済発展観に現在移行しつつある。東アジア地域において雁行形態的
アジア観の終焉が始まり、共同市場構想に昇華している。
また、赤松理論の基本形態である輸入一生産一輸出は、地域的な広がりを
みせ、同理論の第二形態である、東アジア諸国の産業構造の異質化の同質化
過程を意味しているようにその延長線上での共同市場構想は、産業構造の多
様化と高度化の出発点でもあり、域内での産業構造の再異質化過程にはかな
らない寄。すなわち域内において、工業製品を軸とした垂直的分業（vertical
ぶ三木敏夫他rアジア通貨危機の経済学j東洋経済新報社1998年にドル・ペッグ制の下
ASEANにおける経済の構造の同質化が通貨危機の伝染を招いたとする分析が詳糾こ行
われている。また、P．Krugman．me月e如710fβ印reSS皿1£co〃皿正S都d仏eCms伝of
調の第6幸ノ短お沌cm血pp77－1∝Iにアジア通貨危機につき詳しい。
寄パラッサの段階説は自由貿易圏一関税同盟一共同市場一通貨経済観合一完全な経済統合
（政治統合）となっている。東アジア共同体構想はこうした段階を経ず雁行形態的発展過
程で広域地域経済圏が形成される土壌を形成した。
a広域地域経済檻形成に向けた再異質化を図り、東アジア諸国を再びリードしていけるか
どうかは、日本の技術革新如何にかかっている。
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divisionoflabour）関係の形成である。
赤松理論の異質化の同質化の結果として、地域経済圏形成過程における再
異質化の概念は、21世紀に入り、顕著となった中国の台頭やASEANの追い
上げから、再び日本が雁の先頭を飛ぶための経済戦略と企業戦略を考える上
で、非常に有益な概念である。日本にとって、低廉で豊富な労働力を提供す
る経済後背地域の消滅に伴う地域の産業構造の同質化を打破するには、イノ
ベーション（innovatlOn、技術革新）による新しい産業を育成することを意
味するにはかならない。連続的イノベーションが雁行形態的経済発展を維持
する原動力であり、東アジア地域を「世界の成長センター」としての地域経
済圏形成を現実的なものにしていくと考えられる。
他方、バーノンのPC理論は、商品開発国から生産技術が後発国に伝播し
ていく過程を明らかにした。赤松理論と異なるのは、出発点が商品開発国で
ある先発国（米国を想定）を頂点とし、貿易とFDIを通して後発国に技術が
伝播され、先発国を雁の先頭として後発国が追い上げる構想である。その基
本的形態は、先発国一後発国の連続性にある。
PC理論は、最終ゴールを地域経済圏形成としておらず、18世紀産業革命
を起こした先発国である英国から経済発展が、ドイツ、フランス、米国へ伝
播し、その後ロシア、イタリアや日本が経済発展する世界的な雁行的経済発
展を説明する上で有益である。その理論の中心は、多国籍企業の貿易と
FDIによる技術移転にある。新技術の開発一技術の普及一技術の成熟一技
術の一般化一技術の後発国への移転過程を、貿易よりFDIが媒介し、世界的
な規模で連続的に繰り返され、後発国の経済発展過程を説明したものである。
（2）代表的な工業化理論
発展途上国の工業化理論として、軽工業優先理論と重工業優先理論がある。
前者は、資本蓄積力がないLDCにとって、工業化のための資本負担を軽減
する、現実的な政策として提案されたものである。LDCの資本不足は、ヌル
クセの「貧困の悪循環27」、ミュルダールの「循環的、累積的因果関係お」、
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「逆流効果29」として説明された。18世紀英国の産業革命を契機とした工業
化は、毛織物・綿布などの軽工業（消費財）が出発点となっていることから、
資本主義的工業化ともいわれる。
これに対して後者は、1917年のロシア革命により、一国社会主義経済建設
の必要性があった旧ソ連において実行された。これは、工業より農業を中心
とした農業国であった旧ソ連で、社会主義経済の前提である工業社会を急い
で建設する必要性から、重工業を優先する工業化戦略がとられた。なぜなら
社会主義は資本主義より発展した経済であり、豊かな工業国と考えられてい
たからである。このため重工業優先による工業化は、社会主義的工業化とも
いわれる。これらを前提として、後発国が採用可能な工業化戦略を取りまと
めると次の通りである。
1）社会主義的工業化：旧ソ連・東欧諸国、中国・北朝鮮などのアジア社
会主義諸国で実施され、主に重工業優先の工業化を意味し、鉄鋼や機械産業
などの生産財の生産を優先する工業化戦略である。赤松理論によると、社会
主義工業化は「逆雁行形態畢」と説明される。旧ソ連・東欧諸国の工業化は
軽工業から開始されたのではなく、重工業から行われた。マルクスが期待し
た欧州における同時革命31が頓挫し、レーニンの一国社会主義建設へとマル
クスの革命幻想が変節し、旧ソ連の半農半工業の産業構造を急速に近代化し、
欧米諸国にキャッチ・アップしなければいけないといった歴史環境が、「逆雁
行形態」による工業化を必然的なものとした。
訂R・ヌルクセ（土屋訳）：「後進諸国の資本形成Jpp6－8
刀G．ミュルダール（小原訳）：「第二章　循環的ならびに累積的国果関係の原理」r経済理論
と低開発地域J ppl1－26
四G，ミュルダール（小原訳）：同上pp35－37、「その場所以外で起こるあらゆる意味ある反対
の変動を、あらゆる場所の経済的拡大の「逆流効果」とよほう」としている。
調赤松要：「経済政策副p182
31マルクスは、共産主義革命は最初にフランス、次いでドイツそして英国で超こると空想
（期待）しており、ロシアのような遅れた資本主義国で起こるなど想定外であった。
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2）資本主義的工業化：18世紀産業革命を達成した英国などの欧米諸国で
実施され、軽工業優先の工業化を意味し、日用品や衣類などの消費財の生産
を優先する工業化戦略である。英国に始まり、ドイツ、フランスが英国を
キャッチ・アップし、その後、米国、イタリア、ロシアそして日本が後続し、
世界的に工業化の雁行形態の基礎をなすものであり、輸入代替工業化が基本
的な政策となっている。
上記の工業化戦略は、どの産業を重点的に育成し、主要産業とするかによ
るものであり、これに生産される工業製品の市場が、国内市場か海外市場で
あるかを加えて、工業化戦略を分類すると次の通りである。
日内向きの工業化（inwardrlooking－industriahzation）：生産・製造され
る工業製品の市場が、園内市場をターゲットとした工業戦略である。幼稚産
業血血ltindustry）を育成するものである。その代表的な戦略が、輸入品
の国産化を図る輸入代替工業化である。この戦略には国内産業の保護政策を
必要とし、兢合輸入品に対する高関税などの措置を必要とする。東アジアに
おいては、パイオニア産業（pioneerindustry、創始産業）として、法人税や
輸入税などの減免による税制面などでの優遇措置を与える国が多い。
2）外向きの工業化（outward－looking－industrializat10n）：生産・製造さ
れる工業製品の市場が、海外市場をターゲットとした工業化戦略である。そ
の代表的な戦略が輸出工業化であり、輸出志向工業化である。これは一次産
品の輸出収入をもとに工業製品も輸出するダブル・トラック（複線）型工業
化であることが多い。後者は、輸出加工区（exportprocessingzone、EPZ）
であり、自由貿易区（freetradezone、FTZ）あるいは保税工場（licensed
manufacturingwarehouse、LMW）の設置がある32。
上記の分類によれば、内向きの工業化戦略である輸入代替工業化を図った
21％5年台湾の高尾、1970年韓国の馬山、1970年フィリピンのハタン、1971年マレーシアの
バヤンレパスに設置された。
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のが、1970年代の中南米諸国であり、外向きの工業化を積極的に推し進めた
のが、アジアNIEsであり先発ASEAN諸国であった。貿易とFDIを絡めて
工業化戦略を、分類すれば次の通りである。
1）輸入代替工業化：一般的に生産・製造する工業製品の種類にかかわら
ず、遅れて工業化に乗り出す後発国では、輸入工業製品の国産化を図る工業
化方法である。雁行形態的工業化にはかならず、代表的な業種は亜鉛トタン
の製造業甲などがある。
赤松による輸入代替工業化は「初め一次産品の輸出と工業品との輸入が行
われ、その比較生産費構造は異質的、分業的であるが、第二段階では国内の
工業生産がおこり、輸入工業品と次第に同質的となり、輸入代替を生じ、輸
入品の漸減化傾向となる。第三段階では国内工業品の比較的優位が次第に増
大し、国内工業品は輸出品に進展する。初め後進国に向かって、次に先進国
に向かっての輸出となり、先進国は「代替輸入竺」を行う5」と、輸入代替工
業化過程を比較生産費構造の中で明確に説明している。資本蓄積が十分でな
い後発国は、資本不足を補うために、外資とりわけFDIを利用する。リカー
ドの比較生産費説では、経済要素であるヒト、モノ、カネが国境を越えるこ
とが当時としては珍しく、経済要素が国境を越えて移動しないことを前提に
して構成されているが、グローバル化した国際経済環境では経済要素は容易
に国境を越えて移動し、技術革新がおこり、動態的比較生産行動となってい
る。これにより比較劣位にある国は、比較優位を持つ国に替わることができ
る。ハーシュマンも「輸入は発展過程で二重の役割を演じる。一一一一一一輸入は
〇筆者は2∞9年9月サラワク州のクチンとビンツルを訪問した。1980年央訪問した際、同
州で屋根葺き用の亜鉛トタンの製造を始めたぽかりの企業は、現在カラー鉄板を製造す
るなど大企業に成長していた。製品は国内市場向けが主力となっており、輸出は生産額
の5％程度とのことであった。
封代替輸入は逆輸入ないしブーメラン効果と表わされることが多い。
35赤松要、「金廃貨と国際経測東洋経済新報社1974年　pp158－159
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強力な発展刺激を生む36」と主張した。ASEAN諸国の工業化の出発点は輸
入代替工業化であり、現在、容易に国境を越えることができるようになった
FDIを制限的、選別的に活用した。
最終的に、全産業分野において工業品を国内生産する「フルセット型」工
業化であり、「自給自足型経済」の構築である。植民地であったLDCが外資
に影響されないで、輸入代替工業化を推し進め、アウタルキー（自給自足）
型の経済を期待したのは、当然のことといえる。
2〉輸出（志向）工業化：一般的に生産・製造する工業製品の種類にかか
わらず、遅れて工業化に乗り出す後発国が輸入代替工業化過程を終えた工業
製品が、国際競争力を持つことにより、近隣諸因に、これら工業製品を輸出
する工業化方法である。製品の市場が主に海外市場となる。アジアMEsや
先発ASEAN諸国ではEPZとFTZを活用し、輸入代替工業化過程を省略し、
もっぱら海外市場をターゲットとし、FDIを積極的に活用した輸出志向工業
化を実施した。この過程で輸出代替が行われ、ホスト回の経済発展に伴い国
民の購買力の向上により、また、デモンストレーション効果により、海外向
けに生産された工業品の一部が、海外市場から国内市場に流通することにな
る。
（3）社会主義的工業化の影響
マルクスが、拡大再生産過程の分析で経済成長のための基本的条件を定式
化し、第一部門（生産財産業）の経常的な総生産物は、第一部門及び第二部
門（消費財産業）の生産財に対する経常的な置換需要をこえなければいけな
いとした。すなわちF資本論』で展開された第一部門（重工業部門）が、第
二部門（消費財部門）より優先的に発展する37工業化理論である。同理論は
1917年予期もせず農業が支配的なロシアにおいて社会主義革命がおこり、‾
あ0ノ、－シュマン：r経済発展の戦略j p207
m R．マルクス（長谷部文雄訳）：r資本副青木書店　p666
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国で社会主義経済を建設しなければいけない現実に直面した旧ソ連が、積極
的に推し進めた工業化である。革命後、社会主義経済建設に対して工業の独
教を主張したトロッキー、過度期経済を主張したブハーリン、市場経済を活
用した工業化を主張したシヤーニンやブハーリンなどの間で、社会主義経済
の建設について議論が展開された。
レーニンも「生産を拡大するためには、一一一…まず初めに生産手段を生産
することが必要であり、そのためにはまた、生産手段を製造する社会的生産
部門の拡大が必要である認」と定式化し、論争の過程で予想もしなかった一国
社会主義建設のため、経済波及効果の大きくない軽工業より、重工業を優先
する工業化方式を採用し、旧ソ連は、資本主義経済に対する社会主義経済の
優位性を誇示する必要があった。旧ソ連で展開された重工業工業化は、戦後、
政治的独立を達成したアジア、アフリカなどのLDC閥での経済発展戦略と
して採用され、東アジア諸国では、国家資本主義ないし国家社会主義形態を
取り、インド、中国、インドシナ三国、北朝鮮や中東アフリカ諸国などの多
くのLDCで追従された。すなわち社会主義型開発独裁39である。追従した
LDCは、旧ソ連の目覚ましい発展を見せつけられた40ことが大きく影響して
いる。
測「レーニン全集」第二巻　大月書店　p138
加東アジアの開発独裁を分類すれば、中国などの社会主義開発独裁、ASEAN諸国のアジア
的開発独裁そして日本の民主開発に分類することが可能となる。
40現実の旧ソ連では重工業優先により農業国から工業国に移行したが、その社会は社会主
義者が主張した「自由、平等、民主、人権」を尊重したものとはいえない。これらを抑圧
したマルクス主義者が主張した「言うことと、やることが異なる」全体主義国家であった。
こうしたうわべの成功に踊らされて多くのLDCが重工粟優先工業化に追従した。この結
果は、クルーグマンが「幻のアジア」で明らかにしたように早晩馬脚を現し、旧ソ連・東
欧諸国の瓦解、中国の改革開放・社会主義市場経済やベトナムのドイモイに席を譲ること
となった。旧ソ連の社会主義はマルクス・レーニン主義者が主張した歴史観と異なり、市
場経済（＝資本主義経済）への過度的な経済体制に過ぎず、多くの人々を半世紀以上にわ
たり苦しめることとなったのは歴史が教えるところである。
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東アジア諸国などのLDCでは、旧ソ連の目覚ましい経済発展を目の当た
りにして社会主義体制への憧れを惹起し、同時に民主的経済運営の未熱さに
ょる市場経済の未発達とインフラの未整備は、旧ソ連と同様に独裁色の強い
政権41を生み、アジア的開発独裁誕生のための下地となったことは否定でき
ない。LDCは、欧米諸国の民主的経済開発体制より、個人の権利や利益を否
定した計画経済による、重工業優先工業化を進めた旧ソ連型工業化になじみ
やすかった。
旧宗主国である先進国との貿易を通した不等価交換を避けるためLDCは、
重工業優先の工業化を進める大きな要因となった。不等価交換42とは、ある
商品を製造するため労働時間で測った人間の労働力が同じであれば、生み出
される価値も同じであるはずなのに、貿易を通して国際市場で先進国と
LDCとの貸金格差が発生している状況を表す。
また、旧ソ連が重工業優先政策を採用した理由は、次の通りであり、LDC
と共通した経済背景を持つ。すなわち社会主義革命を達成した旧ソ連は、
「無知と貧困という遺産をかかえて娼」おり、社会主義が「無階級社会をつ
くりあげると考えるならば、（省略）ソ連には社会主義などまるで存在叫し
ていなかった。そこで生産手段の所有を国家の手に集中することにより、ソ
連の重工業は10年間（1925年－1935年）で10倍以上に高めたとして、社会主義
的経営の資本主義的それの優越性をうたった45。この旧ソ連の経済的躍進が、
戦後、政治的独立後、経済的自立を望むアジア・アフリカ諸国にとって、大
きな影響を与えたことは事実である。
41旧ソ連ではマルクス・レーニン主義により、複数政党を認めない一党枚数体刑であった0
42単純な労働価値説によれば、LDCの製品も先進国のそれも同じ労働による生産物である
から同じ価格であるが、現実には価格差が生じている。マルクスは労働者の熟練度や能
力を考慮すべきであることを主張した。
侶トロッキー（藤井訳）：r喪切られた革命」岩波書店1992年　p36
11同上p16
45同上pp2トお
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しかし、当時、トロッキーが指摘したように「ソヴイエト連邦は恐ろしい
ほど低い水準から上昇しようとしている46」とし、「工業の成果を質的指標な
しに量的指標だけで評価することは、胸囲なしに身長だけで人間の体格を規
定することとほとんど同じ47」であり、旧ソ連のように量的指標のみを追求
し資本と労働力の投入により、技術者労働の生産性の向上などの質的指標が
伴わなければ、その経済成長にはおのずと限界が表れる。20世紀後半、世界
の成長センターとなった東アジアが、経済低迷に見舞われたのが1997年のア
ジア通貨危機であり、資本と労働力の大量投入による経済成長の限界を、改
めて示すこととなった48。
（4）資本主義的工業化過程
‾方、旧ソ連の社会主義的工業化と異なり、資本主義経済システム下での
重工業優先を主張したのがハーシュマン49である。ハーシュマンはLDCが
工業化を推し進めるに当たり、重工業優先を進める根拠として前方連関効果
（forward－hkage－efEects）と後方連関効果（backward－1inkageLeffects）50
をあげ、経済効果の高い後者から開始することを主張した。また、「後発性
の利益」を主張したガーシェンクローンも、経済的後発国が必ずしも工業化
を軽工業から開始する必要性はないとした。彼の主張は、後発国は「後発性
亜同上p24
47同上p29
嶋クルーグマンが「幻のアジア」で東アジア諸国の成長は資本と労働力の大量投入によるも
のであり、これは収穫逓減を招き、やがて旧ソ連と同じように経済低迷を招くとして、経
済界に大きなインパクトを与えた。アジア通貨危機後、ASEAN諸国は労働集約型から知
識集約型への経済構造の移行を進めている。
490ハーシュマンは「経済発展の戦略」の「第四車　不均整成長（アンバランストグロー
ス）－一つの提案pplO9－131」において子供の遊具であるシーソー的発展＝不均整発展を
主張した。
知前方関連効果は「最終需要の充足だけを本来の目的とする産業以外のあらゆる緻済活動が、
その産出を別の新しい経済活動の投入物として使用せんとする努力を訪発する」ことで
あり、後方連関効果は「第一次産業以外のあらゆる経済括掛が、自己活動に必要な投入物
を国内生産によって供給しようとする努力を諌発する」効果である（いずれもp174）。
－22－
の利益」を享受できるので、ハイテクを駆使した輸出志向工業化から始める
ことを暗示するものであった。しかし世界の工場となった東アジアの状況を
一瞥すると、先発ASEAN諸国を代表とするように、多くのLDCでは、資
本投下量が少ない資本主義的工業化として、消費財生産による軽工業優先か
ら工業化する、輸入代替化から輸出工業化にシフトしている。
ヌルクセは「発展過程にある人口桐蜜な国は労働が相対的に過小であるよ
うな先進経済において用いられるのと同様な、資本集約度をもつ道具や機械
を必要としない。資本が希少で労働が豊富な国にたいしては、より発展した
国から輸入される諸設備にしたがって、また生産技術のあるものは高度に資
本集約的であるようで、そのために十分に適用されない51」として軽工業から
工業化を開始することを当然とした。
ドップは、「労働に比較して資本が希少であることが低開発国通例の特質
であるから、そこでは資本投下の形態は「低い資本集約性（労働をより使用
し資本をより節約するような技術の方法）をもつような設計を必要とする。
いいかえれば農業や軽工業における投資が重工業における投資よりもより先
行される52」とし、偽装失業（disguisedunemployment）が存在する発展途
上回において「失業の減少のためには労働節約的ではなくて労働使用的な形
態の投資が、最も貢献する幻」として、重工業から工業化を開始することに
批判的であった。18世紀から19世緻こかけて、産業革命を達成した欧米諸国
の工業化は、国内市場を対象とした毛織物や綿布などの軽工業である繊維産
業を出発点として開始され、その後、重工業化へと移行していった。
東アジア諸国においては、戦後、軽工業化は貿易と結び付き、第一次輸入
代替工業化を経て、工業製品の原材料となる鉄鋼などの国産化を図る第二次
輸入代工業化に道を開き、輸入代替工業化が東アジア諸国とりわけ先発
51R．ヌルクセ、乃・ObemO npね血汀Fo〃朋わnjnUnderdevだqPedCouガ雨es・p45
おM．ドノブ（都留他訳）：「樫済理論と社会主義Ij岩波現代重吉1968年pp205－206
3同上　p2（裕
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ASEAN諸国で一般的な開発主義による工業化政策として定着した。
ASEAN諸国は、政治的独立を達成するとともに、経済ナショナリズム54
の高揚により、旧宗主国への経済的依存・従属性即ちモノカルチャー経済に
よる一次産品を輸出して工業製品を輸入する経済産業構造を変革するために
輸入代替工業化が採用され、国家資本主義体制としての開発独裁体制が確立
された。東アジア諸国で展開された輸入代替工業化過程を概観すると次の通
りである。
1）輸入代替工業化の第一段階：輸入に依存した生活必需品（軽工業製品）
の国産化。実施に当たり保護政策を採用一輸入制限、保護関税の賦課、選別
的外資導入、内因民待遇（nat10naltreatment）の制限など。
2）輸入代替工業化の第二段階：原材料である鉄鋼などの国産化を占める
重工業化を意味する。中南米諸国は1970年代に、第一段階から第二次段階に
移行したが、1980年代に対外債務の増大により失われた10年間として、経済
は低迷した。これに対してアジアNIEsは1970年代に第一次段階に移行する
が、第一輸入代替過程を早期に切り上げ、外資を活用した輸出（志向）促進
工業化へ転換した。先発ASEAN諸国は1980年代初めに第二段階を実施し
たが国内市場の狭院性に直面し、外資主導型輸出（志向）工業化に転換した。
また、インドネシアでは、スカルノ政権下で、重工業優先による「人力年
総合開発計画」が実施されたが、途中で挫折してしまい、1965年9月30日の
スハルトによる軍事クーデターによって、計画自体が放棄された。この計画
の挫折は、軽工業軽視とともに、資本形成にとって重要な役割を果たす農業
部門における改革、つまり土地改革が、インドネシアではほとんど行われな
かったことに求められる。植民地時代に形成された農民からの収奪機構を残
したままでは、民族工業発展の基盤を作り出せない。植民地農業は、強制的
m自前の経済運皆を実現する動きであり、貿易においては国内の幼稚産業育成のための高
関税などの保護政策を取り、外資に対しては制限的、選別的な政策を実施した。
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に世界資本主義市場に組み入れられ、植民地経営は生産物を収奪するために
機能しており、この収奪機能を廃止する土地改革を行わずに、重工業を優先
的させても、民族工業の発展する基盤を構築することは娃しかった。これに
対して、マレーシア、シンガポール、フィリピンやタイでは、急激な工業化
を避け、徐々に軽工業を育成することにより、産業基盤を構築し、FDIの活
用により、工業国となっていった。
3．輸入代替工業化から輸出工業化へ
（1）輸入代替工業化理論
輸入代替工業化から輸出工業化への移行を、ヘクシヤー・オリーンの定
理55とリプチンスキーの定理艶をもとに、理論的に定式化すると次の通りで
ある。
図3一①は、植民化される前の生産可能性曲線ABと無差別曲線Ulの関
係を表している。一般的にLDCは一次産品（モノカルチャー）経済であり、
農産品の輸出（労働集約）に比較優位を持っているのでABは、右に長く、
資本が不足しており、工業品（資本）に対して比較劣位にある。植民地化さ
れる前には、F点で工業品と農産品が消費・生産されている。植民地化され、
世界経済体制に組み込まれることにより、貿易が開始される。労働集約財に
比較優位を持っているので原材料を宗主国に供給し、比較劣位にある工業品
のほとんどが宗主国から輸入されることになる。この結果、無差別曲線は
語ある国はその国に豊富に賦存する生産要素（労働、資本）を集約的に利用する商品を輸出
し、その国に希少な生産要素を集約的に利用する商品を輸入する（二つの生産要素の比較
優位の原則）。
泌生産に利用される一つの生産要素が増加するとその生産要素（例えば資本）を集約的に利
昭する商品（工業品）の生産量が増加するのに対してもう一つの商品（農産品）の生産は
減少する（国内の生産要素の眈存意を比較し、既存量の多い生産要素を利用した商品に特
化する）。
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図3－（∋　輸入代替開始前
工業品（資本）
図3－⑦植民地化後
Ul（無差別曲線）
B　農産品（労働力）
UlからU2にシフトし、経済厚生が高まることになる（図3－（参）57。実際に
は、UlからU2へのシフトによる経済厚生の果実は、宗主国と結びついた貴
族ないし特権階級に帰属し、一般大衆への還元はあまりみられなかった。
57リカードの比較生産費説は宗主国と植民地化を固定するものであり、植民地化は宗主回
に搾取されたとする主張がマルクス経済学でかつて盛んに行われたが、貿易を開始する
ことにより、植民地の経済厚生が高まったことも事実である。ただ、不等価交換により搾
取され、付加価値の低いモノカルチャーの輸出に特化し、近代化＝工業化が大幅に遅れた
ことは歴史が教えてくれる。戦後独立をしたLDCの経済的昌的は「豊かになる」ことで
あり、近代化、工業化であった。
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図3－③　輸入代替開始後（独立後）
工業品（資本）
E G H
出所：筆者作成
図3－（彰は、植民地化以前から植民地化時代を経て、政治的独立を達成し
たLDCの生産可能性曲線のシフトを表している。UlからU2へ、そしてU
3へと無差別曲線が移動している。植民地化以前のそれは、工業品対して農
産品が比較優位を持ちF点で生産と消費が行われる。植民地化後、D点で農
産品と工業品の消費が行われ経済厚生が高まる。政治的独立後、輸入代替工
業化が開始さ、パイオニア企業が設立され、工業品の国産化が行われるため
に生産要素としての資本が増加し、生産可能性曲線はLHとなり、輸入代替
工業化が開始される。すなわちリプチンスキーの定理により、資本の増加に
よる工業品の増加を意味している。
1950年代、1960年代においては、重工業優先による工業化が社会主義的計
画経済と結びついて、LDCの工業化のモデルとして普及した。これは当時
の旧ソ連における宇宙開発や原爆・水爆の開発、重工業優先による目覚まし
い工業化成果にLDCが追随したことによる。その代表的な国がインドのマ
パラノビスなどによる、計画経済の下での重工業優先による工業化であった。
インドはその政治的な匠さで、政治的には旧ソ連に追従した社会主義体制を
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とらず、経済的には、国家資本主義による経済発展を選択し、資本主義でも
なく、社会主義でもない「第三の道」を選択した。しかし資本蓄積の狭隆さ
により、重工業優先工業化は頓挫し、LDCの工業化戦略としての重工業優先
戦略は、軽工業優先にその道を譲ることになった。
いずれにしろ、LDCの工業化戦略が軽工業優先であれ、重工業優先であれ
輸入代替工業化であったことは確かである。LDCの基本的な経済構造は一
次産品生産による農業国であり、植民地として宗主国に一次産品を輸出して
工業製品を輸入する輝済構造であり、工業はほとんど手工業の域を出ること
はなく、近代的な工業は飛び地経済（enclaveeconomy）として存在するに
すぎなかった。伝統的な産業が中心の国内経済への経済波及効果がみられず、
植民地から宗主国への富の流出装置として機能した。
旧ソ連などの社会主義国においても同様に社会主義経済の体裁を整えるた
めにも重工業を優先し、農業国から工業国に急速に発展させる必要があり、
その工業化政策は資本主義国の輸入に依存していた工業製品を、一国社会主
義国建設のため国産化する輸入代替工業化であった。即ちLDCの工業化戦
略としての輸入代替工業化がその基本をなしているといえる。
（2）外資アレルギーの払拭と輸出工業化
アジアNIEsと先発ASEAN諸国で展開された輸出＝葉化は、資本主義的
工業化の一形態であり、FDIと輸出が結び付いた工業化戦略である。その特
徴は輸入代替過程を短縮ないしスキップし、積極的なFD工の導入促進によ
り、国内市場向け工業製品生産より、もっぱら海外市場向けに生産・輸出可
能な工業の育成を図る開発主義盟である。この工業化を可能としたのが、
1980年代における国際経済環境の激変、即ち自由貿易、金融・資本の自由化
による経済のグローバリゼーションにはかならない。また、政治的には1989
年に起きた東西冷戦構造の崩壊が、国際経済のグローバル化を推し進めたこ
繋村上：r反古典の経済学jに詳しい。
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とである。
経済のグローバル化のエンジンは、①貿易、②技術、③金融、④FDIであ
る。東アジア諸国において外資主導による輸出工業化を可能としたのが、植
民地時代に形成された外資アレルギーの軽減、払拭にある。これは飛び地経
済の払拭であり、外資の持つ①雇用創出効果、②外貨獲得効果、③技術移転
効果を最大限に活用する工業化にはかならない。また、戦後の日本が進めた、
政府が積極的に経済活動に介入する産業政策であり、輸出を経済成長のエン
ジンとする輸出促進政策の成功＝日本型モデルを学習効果により、外資主導
型輸出志向工業化モデルとして東アジア諸国が確立した。東アジア諸国では
外資導入のため、タイで1962年は産業投資奨励法、マレーシアでは1958年創
始産業法、1968年投資奨励法、シンガポールでは1959年創始産業法そして
フィリピンでは1967年に投資奨励法を整備した。
マレーシアにおいて、資本所有のクオータ制（ブミプトラ30％、中国人な
ど40％、外資30％）は、独立当初、外資が資本所有において60％以上占めて
いた状況を、改めるため実施されたものが、ブミプトラ優先となり、外資ア
レルギー（植民地支配の再現防止）となっていたが、1986年10月に外資政策
を劇的に転換し、外資主導型輸出志向工業化を実践した。
工業化理論をもとに具体的に、東アジア諸国が展開した産業（工業化）政
策の推移を表したのが表2である。
表2　東アジア諸国の産業（工業化）政策の展開
1950年代 1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2㈱ 年代
シンガポー 輸入代替工 輸出工業化 輸出志向工 戦 略 産 業 同左 同左 （バ イ
／レ 業化 莱化 （金 融 な
ど）
オ ・ハ イテ
ク 産 業 な
ど）
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タイ 1961、71 1971、86 1986、 戦 略 産 業 同左、
輸入代替 ダブル ・ト 輸出志向工 （1997年以 自由化
NAIC工業 ラ　ッ　ク、 渠化 （技術 降、自動車
化 NAIC型工
業化
集約産業） 産 業 の 振
興）
マレーシア 1950年から ダブル・ト 1971年　 、 第二次輸入 ハイテク化 知 識 （K）
穏やかな輸 ラック 1990年 代替工業化 （サイバー 産業・パイ
入代替 NEP、第一
次輸入代替
パヤンレパ
スEPZ
1986年
FDI自由化、
輸出志向
FDI輸出志
向
ジヤヤ） オ技術産業
・バラル産
業と経済の
自由化促進
インドネシ 第一次輸入 19朗年から 輸入代替工 1980年央ま FDI輸出志 同左
ア 代替工業化 新秩序、自
由化促進
業化 で
1986年輸出
志向工業化
向工業化
フィリピン 1950年　 、 輸入代替 輸入代替と 経済自由化 FDI輸　 出 FDI輸出志
1970年 輸出工菜化 （政 治 不 志 向、（政 向工業化
第一次輸入 （パ　タ　ン 安）、輸 出 治 的安 定
代替 EPZ 志向 化）
台湾 1953年、57 輸出志向、 安定化経計 情報産業 ITハ イ テ 経済の自由
年
第一次輸入
代替工業化
高尾 EPZ 画 （石油シ
ョック）、
垂工業化
ク産業 化
韓国 第一次輸入 ダブル ・ト 第二次輸入 産業調整 技術革新志 ベンチャー
代替工業化 ラック、馬
山EPZ
代替工業化 貿易 ・FDI 向、自由化、
規制耗和
企業、経済
の自由化
中国 輸 入代 替 1965年、 防 衛 産 業 沿岸地域の インフラ整 自由化 ・グ
（重工業化 防衛 産 業 （内陸重工 自由化 （軽 借、ハイテ ローパル化
優先）工業 （内陸重工 業化）、 工業化） ク化、FDI
化 莱化） 1978年改革
開放政策、
経済特区設
置
輸出工業化
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香港 1％0年から 1979年から 1990年代から
輸出志向 （レッセフェー
ル、教育、インフラ、制
度的支援）
産業支持制度改善 技術支援
注）マレーシアは2鵬年6月、ナジプ首相が画期的な経済自由化を発表した。それまで国
是としてきたブミプトラ資本持ち分30％原則を放棄し、経済活動の自由化に踏み切っ
た。対象企業はこれから上場しようとする企業である。
出所：筆者作成
4．異質化の同質化による不均整経済発展と輸出代替
（1）不均整経済発展
東アジアにおける雁行形態経済発展モデルは、産業発展の輸入代替工業化
理論を基礎として、産業の発展は異質化（分業）と同質化備争）を繰り返
して発展する不均整掛斉発展モデルである。東アジアにおいて、異質化の同
質化が繰り返し継続したことにより、東アジアの奇跡を起こすことになった0
この異質化の同質化が雁行形態であり、不均整経済発展59にはかならない0
経済発展における同質化の要因として次の点が指摘できる。
①　農業国の資本蓄積の進行（一次産品の輸出収入など）と工業への資本
投下と保護貿易による幼稚工業（パイオニア・インダストリー）の育
成
②　先発国の急速な資本蓄積と集中の進展（技術の進歩）による国内投下
資本の飽和と利潤率低下により、後発国への投資（企業進出）の開始
③　先発国の重工業の発展、生産手段生産の増加、生産手段が資本輸出の
実態として後発国へ輸出され、後発国における消費財生産の採算性が
可能となる。
”児童公園で子供たちが遊ぶシーソーを想起すれば、不均整成長がイメージし易い0
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④　労働集約産業に適した豊富な労働力と低廉な賃金が存在する後発国へ
の先発国からの投資の促進である。
異質化の同質化を繰り返す雁行形態の三基本形態には、次の三形態があり、
ヴァーノンのPC理論よりも、赤松理論は早く捷起され、貿易とFDIを通し
た技術移転が重要であることを明記した点で、東アジアの経済発展過程をよ
り包括的に理論化する経済発展論となっている。この形態は、次の三つの形
態から成り立っている。
①　一国においてある商品の輸入⇒生産⇒輸出が時間的ラグをもってシフ
トする産業の発展過程である。
②　貿易を通してある商品の生産はA国から始まり、B国へ移転し、さら
にC国へと移転するプロダクトサイクルである。
③　以上の二つの過程を統合すると、経済発展は異質化の同質化を通して
先進国から準先進国へ、そして中進国から後発国へ伝播していく経済
発展水準の雁行形態が形成される。
以下、雁行形態の理論的枠組みをみてみよう。
＜産業発展の雁行形態＞
産業発展の雁行形態プロセス
第一期：完成品の輸入
第二期：輸入品の自己生産の勃興（輸入代替化）と完成品輸入の減少
第三期：自己生産の輸出産業への発展
縦軸にi財の輸入・国内生産・輸出量を取り、横軸に時間を取ると、
ASEAN諸国の＝業化の過程、即ち輸入代替工業化の過程が図4の通りに描
くことができる。タイを除き欧米植民地であったASEAN諸国の工業化謀
は、宗主国である英国、フランスやオランダなどから工業製品を輸入し、そ
の代わりに一次産品を輸出する国際経済関係に組み入れられていた。インド
ネシアでは19世紀の強制栽培法により、作付作物を米から輸出作物である
コーヒーや砂糖に転作した。マレーシアでは換金輸出一次産品としてコ一
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図4　産業構造の高度化：輸入代替工業化から輸出産業への発展過程
輸入代替の開始　　　　輸出の開始（輸出工業化）
パイオニア・インダストリーの設立
出所：筆者作成
ヒーが持ち込まれ、その後シンガポールからゴムとパーム・オイルの種子が
持ち込まれ、欧米諸国への輸出のためのプランテーションが形成された。こ
の結果、ASEAN諸国では工業製品を輸入し、一次産品を輸出する飛び地経
済ないし二重経済を形成し、農業国として国際貿易体制に組み入れられるこ
とになった。ASEAN諸国内で、輸入品の国産化を手掛ける民族資本、主に
華僑資本が登場することになる。戦後、政治的独立を達成したASliAN諸国
では、経済ナショナリズムの高揚により、輸入品の国産化が推し進められ、
輸入代替工業化が積極的に進められることとなった。この輸入代替工業化を
図4により説明すると、i財の輸入曲線が、i財の国内生産量が交わるA点
に達する前のC点で、i財の国産化が開始される。即ちパイオニア・インダ
ストリ鮒の誕生である。
舶これまで輸入に依存していた特定工業製品を初めて生産・製造するために設立された企発
のことを意味する。
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輸入代替工業化が開始されると、企業は生まれたばかりの幼稚産業である
ため、国際髄争力を著しく欠き、輸入品との競合に競り勝つために、国家に
よる手厚い保護政策を必要とする。幼稚産業を保護するために国家は、関税
障壁と非関税障壁（NTB、nOntarifEbarrier）による幼椎産業の保護を図る。
関税障壁として、競合工業製品に対する高関税の賦課や、NTBによる輸入数
量制限を実施する。
i財を生産するパイオニア企業は、政府による手厚い保護の下、国内市場
において髄合輸入製品のシェアを侵食し、それに伴い規模の利益による量産
効果が見られる。また　学習効果（learnigbydoing）による生産技術の向上
により、規模の利益と限界生産力逓減の法別により、製品価格の低減が図ら
れ、輸入製品を国内市場から駆逐する企業力をつけることになる。下図のP
点が図4の輸出を開始するD点である。
図5　規模の利益と保護貿易の関係
国際価格
生産量
貿易政策による保護期間：国内価格が国際価格と交わるP点に達すると
保護政策は取りやめられることにより、幼稚
産業を保護する理論的根拠が与えられる。
出所：筆者作成
i財の輸入と生産が均衡するA点を過ぎると、i財の生産が輸入を上回り、
i財の輸出が輸入を上回るB点に達すると、パイオニア企業は、輸入代替企
業から輸出企業に成長していくことになる。
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輸入代替工業化を開始することは、国際競争力のない産業を保護する必要
から、国家による保護政策の実施と産業育成のための国家介入を、必然的な
ものとする。ASEAN諸国の人々の「豊かになりたい」という経済開発願望
が、輸入代替工業化における国家の介入を招き、未熟な民主主義と相まって、
ASEAN諸国の経済発展に特徴的な経済開発装置である開発独裁＝政府主導
型を形成する大きな要田となった。
（2）輸入代替から輸出工業化そして輸出代替へ
他方、輸入代替工業化過程を、特定工業製品i財のライフ・サイクルの観
点から説明を加えたのが、PC論である。
PC論は弁証法により、工業製品も人間の人生と同様に、生成一発展一消
滅の過程をたどり、旧製品（旧産業）は新製品（新産業）に移行することを
明らかにした。PC理論は、赤松の産業の発展に基づく輸入代替工業化の進
行を論証するとともに、国内で旧製品から新製品に移行することによって、
国内市場で衰退一消滅した工業製品の生産が近隣諸国に移され、移された国
において工業製品はPC論により、移行国で輸入代替化が図られ、国内市場
において成熟するとともに輸出製品として成長し、衰退、消滅の過程をたど
り、また他の国にその生産が移される。この過程の連続がまさに東アジア地
域において、日本を頂点に雁の飛行形態を形成した姿が、雁行形態的経済発
展である。この雁行形態理論は、なぜアフリカ諸国や中南米諸国のLDCに
先駆けて、ASEAN諸国を含めた東アジア地域で産業革命が起こり、工業化
され、「世界の工場」として「世界の成長センター」となったのか、解り易
くかつ明確に説明している。
雁行形亮酎こおける雁の先頭は日本である。戦後、日本は経済的後進性を克
服するために、米国から技術導入を図り、輸入品の国産化を推し進め、輸入
代替した製品（産業）の輸出を促進した。
米国から導入した技術による日本での製品の生産・輸出は、次に貿易と
FDIを通して技術移転され、アジアNIEs国である台湾や韓国に移されて
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いった。その後、特に1986年央からASEAN諸国の門戸開放政策による積極
的なFDI導入促進による輸入代替化と、輸出工業化を同時に行う外資主導
型輸出志向工業化として展開された。この結果、経済発展は日本一アジア
NIEs－ASEANへと雁行的に起こった。
ASEAN諸国が採用した輸出志向工業化は、同時に輸入代替工業過程でも
あり、製品の市場が国内市場ではなく海外市場であったことに、大きな特徴
を持っている。この工業化戦略はFDIの積極的な導入促進によって可能と
なった。この過程を回示したのが図6であり、まず未開発国の雁の飛行形態
は、一本であるが、低開発国になると雁の飛行は二本に増え、発展途上国（日
図6　雁行形態による輸入代替から輸出工業化の過程を図示すれば、次の通
生産訪（三厩産）
麿出’
ASEAN諸国の輸出志向工業化
出所：赤松要r金廃貨と国際種別東洋経済新報社1974年　p175を参考に、筆者が外資主都こ
よる輸出志向工業化に至る雁行的発展を作成。ASEAN諸国の輸出志向工業化の斜線部分
は逆輸出＝国内市場向けを表す。
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本）では輸入一国内生産丁輸出の三本に増え、その後のASEAN諸国では逆
輸入代替工業化＝輸出代替工業化が始まり、雁の飛行は二本となる。
A国でⅩ商品の開発ないし輸入（生産）が始まる。Ⅹ商品の需要が高まり
生産・輸入量が増加数する。国内市場が飽和状態ないし国際価格競争力を持
ち始めるとⅩ財の輸出が開始される。Ⅹ財が輸入されたB国ではⅩ財生産の
ためのパイオニア企業化設立されⅩ財の国産化が開始される。これが図6で
の輸入代替過程である。
パイオニア企業は、民族資本ないしFDIによる多国籍企業により設立さ
れ、生産が開始される。資本不足が慢性化しているLDCにおいては、パイ
オニア企業の担い手は、一般的にFDIによることになる。民族資本とFDI
の合弁企業形態であり、民族資本に対する技術供与やライセンスによる生産
形態を取る。輸入代替過程は、主役が貿易から投資に移行する過程でもあり、
技術移転が貿易からFDIによるヒト、モノ、カネのパッケージ移転となり、
受け入れ国の産業構造を飛躍的に高める。
B国のパイオニア企業によるⅩ財の輸入代替化＝国産化が進むと同時に生
産技術が向上し、国際競争力を持つようになる。この結果、Ⅹ財はB国から
近隣諸国に輸出が開始される。この過程が連続的に発生するのが雁行形態発
展理論の核心であり、その軌跡は図6の通り雁の飛行形態を取る。
また、ASEAN諸国における輸出志向工業化過程は、Ⅹ財の輸入代替過程
が即輸出代替過程でもある。これを可能としたのがFDIによる多国籍企業
によるものである。多国籍企業は産業内分業と工程間分業による生産ネット
・ワークを形成する内部化企業戦略により、ASEAN諸国を欧米諸国向け生
産・製造基地＝輸出基地化する。FDI主導による輸出代替化は、ホスト国の
市場を狙ったものではなく、生産・ネットワーク構想の中でⅩ財の生産が
ASEANに移されただけであり、生産が移転された国から輸出することを目
的とした工業化過程である。これを可能としたのは、1980年代のASEAN諸
国における外資政策の自由化と積極的な導入政策、そして金融資本の移動を
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自由にしたグローバル化にほかならない。
ASEANにおけるFDIを活用した輸出志向工業化戦略は、輸入代替（国
産化）過程短期に終えて、輸出工業化から輸出志向工業化に切り替えて、短
期間に国内産業構造の高度化を促進し、東アジア諸国の庄縮塑経済発展を可
能とした。
マレーシアは、他のASEAN諸国と同様に一次産品輸出国、即ち同質的産
業構造であったが、いち早く外資アレルギー克服し、FDIを導入することに
より、輸出志向工業化により、産業構造を異質化することに成功し、
ASEANの先進国となった。図6からも明確な通り、輸出志向工業化戦略も、
雁行形態論の延長線上にある工業化戦略であり、産業発展の地域的広がりを
もたらし、東アジア地域を「世界の成長センター」、「世界の工場」とした。
また、タイやマレーシアに次いで、他のASEAN諸国のキャッチ・アップ
により、東アジア地域の貿易産業構造の同質化が図られ、金融資本の自由化
と相まって、1997年のアジア通貨危機を招くことになったことを明記する必
要がある。
さらに、現在ASEAN諸国で進展している経済現象であり、図6での輸出
志向工業化から逆輸入代替工業化を可能としたのが、ASEAN諸国の現実的
かつ柔軟な門戸開放政策によるFDIの導入であり、逆輸入代替工業化＝輸
出代替工業化過程の概念を表したのが、図7であり、その過程は次の通りと
なる。
＜輸出志向工業化から逆輸入代替工業化へ＞
東アジア諸国が輸出志向企業から逆輸入代替企業＝輸出代替企業に転換し
て、ホスト国に生産物を供給するには、ホスト国の規制緩和、経営と所有の
分離、経営の現地化と株式市場への上場が進むことが必要になってくる。例
えば、マレーシアでは、2∝）8年の世界金融経済危機により、輸出不振に陥っ
た外資100％所有の輸出企業に対して、投資許可時の条件である国内市場へ
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の20％制限を纏和し、一時的に50％まで国内供給を可能とした。日系企業の
大半は、マレーシアを部品などの生産輸出基地と位置付けているため、この
規制緩和により、マレーシア国内への生産物の供給はあまり増加する余地が
少ない51とはいえ、日系企業の企業活動を活発化する効果を持ち、ホスト国
であるマレーシア経済に文字通り根を張る機会を提供しているといえる。
このことと関連して、経営と所有の分離がすすむことが、第二の条件とな
る。特に、経営面では、1980年央の日本企業の投資ブームにより進出し、既
に20年近くが経過し、ホスト国では経営スタッフが育ってきている。マレー
シアに進出したSMEsの中には、経営の現地化を進め、日本人スタッフを削
減する企業も出てきている。その中には、株式を売却ないし株式市場に上場
を計画しているところも出てきている。技術面においては、成熟した技術で
サポーティング・インダストリーとして生産活動に従事しているSMEsが大
半であり、今後、ASEANに進出した日系企業では、現在のEl本人の内向き
志向と合わせて、SMEsの海外要員不足もあり、経営の現地化を図る新しい
時代を迎えることになると予想される。いずれにしろ、輸出代替企業への転
換は、経営と所有の分離、そして撥首の現地化の進展程度に大いに依存して
いることが指摘できる。
第三の条件として、サポーティング・インダストリーとして連出した
SMEsの縫常の現地化は、ホスト国で第一次下請けとなることである。1980
年代央にASEAN諸国に進出してきたSMEsは、最終消費財を生産するため
の部品やコンポーネントを日系大手セットメーカーへの供給ないし、日本
612∝吟年マレーシアに進出している企業の現地調査を実施したところ、同企葉は、既にマ
レーシア市場の70％を占有しているが、仝生産額の7－8％しか占めておらず、オースト
ラリアとシンガポールへの輸出を増やすとしている。また、規制緩和はJけソニックや
ソニーなどの日系家電メーカーや韓国三星企業にとって、回内市場に食い込む良い機会
ではないかとしている。特に三星企業の製品価格は、日系企業より安く、また品質面でも
遜色がないため、同企業のマレーシア国内市場への浸透が進展するのではないかとみら
れている。
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などに輸出することを昌的としていた。しかし、ASEAN諸国の経済発展と
ともに、ホスト国においても最終消費財を生産する企業が成長し、これによ
りホスト国市場も成長するに伴い、第一次下請けとして現地企業への生産品
の供給が始まり、現地で第一次下請けとなることにより、ホスト国での企業
ステイタスが高まり、経営の現地化が進み、雁行形態発展から輸出志向工業
化、そして最終着地点である輸出代替工業化が完結することになる。結局、
輸出代替工業化の条件は、経営と所有の分離による現地化が条件となる62。
第四の条件として、経営の現地化に伴う経営責任を指摘することができる。
低廉で豊富な低賃金も求めてFDIは、東アジア地域に企業連出した。経済
のグローバル化と自由化により「企業が投資先を選ぶ時代」になったとは言
え、コストが上昇したことによりホスト回から企業撤退することは簡単にで
きる状況にはない。なぜなら東アジア諸国の経済発展を促したのがFDIで
あり、これにより近代的な雇用を生み、豊かな生活をもたらしたからである。
人口は農村部から都市部へ流動化し、こうして生まれた近代的労働者の生活
は企業の存続に依存しており、ホスト国経済への最大の貢献である雇用確保
のため、企業を存続する必要が生じる。米国発の多国籍企業は、特に資源開
発型のMNCは、ホスト国で資源を掘りつくしてしまえば、資本を引き上げ、
ホスト国の経済的低迷をもたらしたと批判された過去の歴史に戻ることにな
る。
雁行形態的経済発展は、国の経済発展の序列をつける理論ではなく、地域
°　°　°　°　▼　°　°　°　°　°　°　▼　°　°　°　°　°　1　°　°　t　°
全体での経済発展を促す、経済発展モデルであることに注目しなければいけ
ない（・は筆者）。雁行形態的経済発展を続けるための必要な条件として、
地域経済圏を形成することである。雁行形態的経済発展が地域規模ではなく、
国際的規模で起きれば、いずれアフリカ諸国への企業シフトが進み、進出企
棍1980年代央にマレーシアに進出したSMEsは、当初、輸出志向工業化であったが、現地で
上場し、製品の65％は国内市場むけとなり、経営と所有の分離が進み、経営の現地化が進
んでいる（2∝）9年7月の現地調査の聞き取り調査）。
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業のホスト国における社会的責任を果たすことができなくなる。ホスト国で
企業の操業を継続するためには、東アジア地域における垂直的国際分業によ
る、地域経済圏としての共同市場の形成が必要となってくる。この意味で東
アジア共同体構想は、大きな意義を持っているといえよう。
輸出志向工業化から逆輸入代替（輸出代替）工業化への進展過程を表せば、
次の通りとなる。
第一段階：FDIにより、輸出加工区（exportprocessingzone、EPZ）ないし
自由貿易区（freetradezone、FTZ）での生産開始と同時に生産
品100％を輸出する。
第二段階：FD工による雇用効果により、国民所得の向上による外部経済の形
成（国内市場の成長）。
第三段階：規模の利益と比較優位の理論に立脚し、FDI条件朗の活用を生か
して国内市場への生産物の供給（販売）を開始。
第四段階：FDI認可条件で認められた販売量を最大限国内市場に供給する。
第五段階：世界貿易機関（WorldTradeOrganization、WTO）の自由貿易お
よび内国民待遇（nat10naltreatment）の原則により、FDI条件の
綬和ないし自由化の方向に。
第六段階：FDIの条件の消滅ないし廃止により、生産物市場の国内供給制限
がなくなり、生産物の輸出から国内市場への輸出代替化が完了し、
FDlの完全な内国民待遇が実現する。
第七段階：内国民待遇によるFDlのローカル化（localizatlOn、経営の現地化
の進展）朗。
ぬ例えば、マレーシアの場合、1∝）％外資出資条件として80％以上生産する製品を輸出する
ことを条件としていた。この条件の意味は、20％国内市場に供給することが可能である
ことを意味する。これは逆輸入代替工業化を推し進める制度的な条件である。
む2α通年の世界金融経済危機で、マレーシアで顕著にみられる現象として、日本人駐在員に
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図7　輸出志向工業化＝逆輸入代替（輸出代替）工業化の概念図
生産 製造量 生産P
輸出Ⅹ）
国内市場への製品供給
、　　　－′′
第二段階二輸出代替＝逆輸入代替過程こ輸出品を生産してい
たがその一部が国内市場に出回る状況を
｝　　　　　意味する。
第一段階　生産P＝輸出Ⅹこ生産品すべてが輸出される段階
パイオニア企業による生産開
出所：筆者作成。
逆輸入代替工業化＝輸出代替工業化は、顕著に始まっている。輸出志向工
業化を開始したマレーシアは、外資100％の条件として製品の80％を輸出す
ることを条件とし、20％を国内市場向けに販売することを可能とした。これ
によりマレーシア国民の所得水準の向上により、自由地域（缶eezone、FZ、
マレーシアではFTZをFZと呼ぶ）やEPZで生産・製造された工業品が国
内に流通するようになった。2008年の世界金融経済危機により、FZで操業
する企業の規制緩和を行った。FZで操業する輸出企業の輸出不振による在
庫過剰を軽減するために、期間を限定しているが、生産した製品の50％をマ
レーシア国内市場に流通させる規制緩和を行った。期間は2009年6月から
2010年12月31日までとなっているが、この緊急避難的緩和措置が既成事実化
する可能性は、2009年に入っての一連の経済自由化路線65から判断して、あ
りうることである。生産を安定化するために、外資100％条件として一部工
替えてマレーシア人が経営に当たる経営の現地化がみられる。
駈2009年に入り、マレーシア政府は経済の自由化を大胆に打ち出した。第一弾は、サービス
産業におけるブミプトラ資本所有比率30％の撤廃であり、第二弾は、金融部門における外
資枠を従来の49％から70％に拡大したことである。第三弾は、上場しようとする企業の
ブミプトラ30％の枠を撤廃したことである。この撤廃により、米国とのFTA交渉を進め
る上での大きな障害が取り払われたことになる。
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業品の国内市場への流通を許可する規定は、ASEAN諸国の外資法に盛り込
まれており、ASEAN式外資主導型輸出志向工業化の特徴であり、今後、マ
レーシアに引き続き規制緩和が行われるものと予測される。
この結果、ASEAN諸国の工業化は、輸入代替工業化を経て、輸出志向工
業化から逆輸入代替工業化＝輸出代替工業化へシフトし、一つの工業化され
た種済圏が出来上がると、そこからまた、地域的な雁行形態的経済発展過程
が、発生していくと考えられる。その場合、雁は東アジア地域からアフリカ
諸国に飛んでいくことになろう。また、ASEANにおいては、逆輸入代替工
業化＝輸出代替工業化により、経営のローカル化（現地化）が進展するので
はないかと予測される。結局、輸入代替工業化は、経営の現地化に落ち着く
ことになる。
（3）貿易特化係数からみた雁行形態
雁行形態の基本型である商品の輸入一国内生産（代替生産）一輸出の開始
が、タイムラグを生じて開始する。これは貿易特化係数（TradeSpecial
Ratio、TSR）により実証が可能であり、以下のように表わされる。
貿易特化係数TSR＝Ⅹi－Mi／Ⅹi＋Mi
TSRはマイナス1からプラス1の間を通る。
図8－①　貿易特化係数の動き
Ⅹiはi財の輸出
Miはi財の輸入
完成財の輸入◆輸入代替開始一輸入＝輸出◆輸出の開始◆海外投資の開始
による雁行形態的発展により、広域経済圏の形成は歴史的な必然性を持つ。
一43－
図8一②　貿易特化係数からみた雁行形態
A国の雁　　　B国の雁
A国　　商品導入→輸出開始
B国　　　　　　輸入開始→輸入代替過程一→輸出開始
C国　　　　　　　　　　　　　　　　　　　輸入開始→
出所：筆者作成。
輸出志向工業化は、マーシャル的外部経済による規模の経済（市場）を、
国内ではなく、海外市場に求めたことに大きな意義がある。この結果、東ア
ジア諸国においてFDIが流入することにより、東アジア域内において工業
品の水平分業が形成・発展することになり、一つの地域経済圏を形成するこ
とになった。この関係は、多国籍企業の工程間分業を軸としたもので、各企
業のサプライ・チェーン・マネジメント（supplychainmanagement）66によ
る工業品の垂直分業を東アジア地域に形成し、日本企業を軸とする生産ネッ
トワークが構築され、ASEAN経済共同体（ASEANEconomicCommunity、
AEC）や東アジア共同体構想の経済的基礎を提供することになった。
マーシャル的外部経済による規模の利益から、輸出志向工業化への過程を
理論化し、城内分業の形成を表すと図9の通りである。
駈最も安価な原材料をグローバルに調達する購買活動を意味する。
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図9　規模の利益から輸出志向工業化へ
電子・電器製品（マレーシア）
O A”　C，B”　　　　　P　　自動車（タイ）
出所：筆者作成。
輸出工業化を始める以前、マレーシアとタイの産業構造が同一であったと
いう仮定67により、PPは生産可能性曲線を表し、規模の経済が働き限界生
産力が低減することにより、PPは原点に凸な曲線となる。貿易開始前には、
Cでタイおよびマレーシアは、生産と消費を行っている。規模の経済が働き
タイは、自動車生産のための生産要素である資本が蓄積し、一方、マレーシ
アでは、電子・電器生産のための生産要素である労働力が蓄積し、タイとマ
レーシアの間で工業品の水平分業（horizontaldivisionoflabour）が開始され
ると、タイの生産と消費は、C点からB点で、マレーシアではA点で行われ
る。タイは、工作機械をOP（横軸）生産し、PB”をマレーシアに輸出し、
マレーシアは、電子・電器をOP（縦軸）生産し、PA’輸出する。この結果、
57ASEAN諸国が輸出工業化を開始する直前は、第二次輸入代替工業化に挫折したときであ
り、またASEANと日本が同じ産業構造であったすることには少し無理があるが、現在
のASEANと日本の分業関係を説明する上で、この仮定を置くことにより、現在の東アジ
ア地域の経済関係を理解する上で有益であるので、あえてこの仮定を設けた。
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無差別曲線は原点から遠ざかり、経済厚生が高まり、東アジア城内において、
比較優位による国際分業の利益を享受し、地域経済圏が形成される。
5．赤松理論とPC理論による雁行形態の融合
異質化の同質化を繰り返す雁行形態的発展は、ASEAN諸国の外資主導型
輸出（志向）工業化の過程にはっきりと現れており、マレーシアの工業化に
代表されるダブル・トラック塑経済発展にはかならない。同形態による経済
発展は、工業化を開始するとき、その助走段階においてその資本形成の源泉
を、一次産品の輸出におきつつ、同時に、主に消費財を中心に工業製品の輸
入代替化を推し進めるのが第一段階である。この段階において一次産品を輸
出し、工業品を輸入する経済構造＝比較生産費構造は異質的であり、垂直分
業（verticaldivisionoflabor）である。マレーシアは一次産品の輸出に比較
優位を有し、工業製品に対して比較劣位であり、まさに異質（垂直分業）的
である。
次の段階として、マレーシア国内に輸入していた工業製品を生産するパイ
オニア企業が現れることにより、即ち輸入代替的経済活動が生まれ、工業製
品の輸入は減少を開始し、その産業構造は工業製品輸出国との同質化が進む。
第三段階として、輸入品にとって代った国産の工業製品の比較優位が、相
対的に高まり、工業製品の輸出が開始される。この工業製品の生産は極めて
労働集約的な工業製品であることが多く、一般的に比較優位に立つ先発国か
ら比較劣位にあった後発国へ、そしてその製品は周辺諸国からより、此校劣
位の国へ輸出され、その後先進国へ輸出される。即ち先発国では比較優位の
工業製品を輸出、その後輸出国との経済構造が同質化し、後発国から工業製
品が先発国に輸出される「逆輸入」が開始される。開発一生産一輸出一逆輸
入のパターンであり、産業の空洞化が、先発国で生じることになる。後発国
では、輸入一生産一輸出一国内供給の過程をたどる。FDIにより輸入代替過
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程が省略される。
この過程を貿易特化係数により表したのが、図10であり、日本からアジア
NIEsへ、そして先発ASEAN諸臥中国へシフトする雁行形態発展を、東ア
ジア地域で描くことができる。
図10i財の雁行形態的移行
出所：筆者作成。
図10は、貿易特化係数からみた雁行形態の概念図である。貿易特化係数が
△1の時は、工業製品すべてを輸入している状態を表す。その後、輸入品の
国産化が図られる。0は、輸入がなくなり、国内生産で需要を賄える状態で
ある。それから国内生産が国内需要を上回り、輸出が始まる。1では全量輸
出に回される。その後、比較優位朋Ijにより、工業品を輸入していた国にお
いて、輸入代替化が図られる。具体的には日本で、i財綿の輸入代替化（例
えば繊維製品）が始まり、生産が国内需要を上回り、輸出が開始される。輸
出に伴いアジアMEsで、i財の輸入一生産一輸出にシフトする。アジア
NIEsでの輸入代替期間は、非常に短かった。その後、FI）Iを通して、
ASEAN諸国で生産そして輸出が開始される。1980年代のマレーシアの国民
槌マレーシアの電工業公社（HICOM）と三菱自動車の合弁により、ランサーをペースに国
民車としてプロトン・サガ（英雄）の生産が開始された。マレーシアの自動車市場の主流
はセダンとなった。
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車プロトン車や、1990年代央以降のタイにおける自動車産業の集積69がこれ
である。この過程を、PC理論による工業製品のライフ・サイクルである開
発一導入一成熟一衰退パターンで作図すると、回10となる。図9と合わせる
と、繊維製品が日本国内で開発一導入一成熟一衰退を描き、次に、アジア
NIEsで繊維製品の輸入代替化が図られ、導入一成熟一衰退のパターンを措
き、先発ASEANから中国そして後発ASEANにシフトする。このように、
国別の東アジア地域における雁行形態発展を措くことができ、同発展形態を
イメージすることにより、世界の「成長センター」となった東アジア地域の
経済発展過程を、理論的に理解するうえで非常に有用となる。
＜PC理論と雁行形態＞
図11－①　日本国内における産業構造の高度化
出所：筆者作成
691997年のアジア通貨危機により自動車生産の不振をカバーするため、トヨタがタイを周
辺諸国への輸出基地することとなり、タイへの自動車産業が集積した。バンコクは東洋
のデトロイトと言われる。
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図11－②園　繊維製晶の雁行形態シフトの概念
出所：筆者作成
日本の産業構造の高度化の推移を表したのが、上段の図11－①である。雁
行形態の基本的パターンである輸入（開発）一生産一輸出一空洞化のサイク
ルを繰り返し、産業構造の変遷と高度化を表している。雁行形態の基本パ
ターンの執着駅は、産業の空洞化であり、空洞化を繰り返すことにより、新
しいリーディング産業が生まれ、経済発展を繰り返すことを表している。
日本の産業は、繊維製晶が開発一生産一成長一成熟一衰退の過程を経て、
アジアN腿S諸国に移転される。同様に、日本では、繊維製晶に代わって資
本財である鉄鋼・化学が生まれ、産業の核が移行し、産業の中心が自動車、
電子・電器へそしてハイテク製品に移行する過程を表している。また、アジ
アNIEs諸国では、日本と同様に、繊維製品から鉄鋼・化学へと産業の核が
移行する。そして繊維製晶は先発ASEANへシフトし、その後中国、後発
ASEANへ移行していく過程を説明している。日本の経済をリードする産業
が、自動車、電子・電器産業へと次々とシフトし、国内において産業の雁行
形態的発展が生起する。日本国内で起きる雁行形態的に新しい産業が生起し、
後を追うアジアNIEs、先発ASEAN、中国そして後発ASEANでも同じこ
とが生じ、東アジア地域で城内分業が発生し、地域経済圏が形成される。国
内において主要産業の雁行的発展が継続する限り、一国の経済発展は継続す
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る。
上記の説明から、東アジア地域において貿易特化係数と、PC理論の二つ
の雁行形態の組み合わせにより、図12の東アジア地域における雁行形態的経
済発展の概念図を描くことができる。
図12　東アジア地域における経済発展の雁行形態
注）アジアNⅢSは韓国、台湾、香港、シンガポールの4カ臥
先発ASEANはタイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン。
後発ASEANはベトナム、ラオス、カンボジア、ミャンマー。
ASEANのメンバーであるブルネイは除外した。
出所：三木敏夫（共著）、rアジア通貨危機の経済判東洋経済新報社1998年　p46
具体的に、東アジア地域における家電製品及び自動車の雁行的移行過程を、
現わしたのが下記の表3である。
ー50－
表3　電子・電器製品・自動車の雁行形態的移行
1960年 代 1970年代 1980年代 1990年代
日本 ラ ジオ 、 テー カ ラ ー TV、 VTR、CD プ 携 帯電 話 、 パ
プ レー ・コー ステ レオ 、冷 レーヤ ー 、半 ソコ ン、液 晶
ダ ー 、 白　 黒
TV、 自動 車
蔵庫 、 洗 濯機 、
エ ア コン
導体 TV
ア ジア NIEs ラ ジオ、 テ ー カ ラ ー TV、 半導 体 、液 晶
プ レー ・コー
ダー 、冷 蔵庫 、
洗 濯機 、 自動
車
VTR、エ ア コ
ン、半 導 体組
み立 て （後工
程 ）
TV
先 発 ASEAN カ ラ ー TV、
冷 蔵庫 、 洗濯
機 、 エ ア コ ン、
半 導体 組 み立
て （後工 程 ）、
自動 車
VTR
中国 VTR、ラ ジオ 、
テ ー プ レ ー
コー ダ
カ ラ ー TV、
CD プ　 レ　 ー
ヤ ー 、 ステ レ
オ、
VTR／VCD、
冷 蔵庫 、洗 濯
機 、 エ ア コ ン、
自動 車
出所：松浦茂治者r日本自動車産業の発展分析と展望」p50、p97出光こ書店1990年及
び五味紀男著「ASEANと中国のエレクトロニクス産業の国際分業」伊藤敏隆編著
rASEANの掛済発展と日本」日本評論社2∝国年を参考に筆者作成。
貿易特化係数によりこれまで検討してきた赤松理論とPC理論を結合し、
重ね合わせると東アジア地域に経済発展の連鎖形態である日本一アジア
N遁sr先発ASEAN一中国一後発ASEANの連続する雁行形態を描くこと
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ができる（回12参照）。良くいわれるように東アジアの経済発展においてイ
メージされる、日本を先頭とした雁行形態的経済発展の姿であり、雁行形態
的アジア観をあらわしている。
（4）産業構造の同質化と広域地域経済圏
一般的に、経済発展開始時期の相違により、また、工業化の出発点の相違
により、各国の産業構造が異なる。これは、世界的な産業構造の異質化を意
味している。異質化した国際経済構造下で、貿易と直接投資による相互の技
術移転を通して、各国の産業構造の同質化が生まれる。即ち18世紀に産業革
命を起こし、いち早く先進工業国となった英国を、当時、農業国であったフ
ランスやドイツが工業化を開始し、英国をキャッチ・アップした。それに続
いて、英国をキャッチ・アップしたフランやドイツを、米国やイタリアが、
キャッチ・アップする。その米国やイタリアを、ロシアや日本が、追いかけ
て工業国になり、タイムラグ（timelag）を伴い連鎖的経済発展が、貿易を
媒介として技術移転が行われ、産業が世界的に伝播し、これらのグループで
産業構造が同質化する。この結果、現在の先進国グループを形成することに
なった。この先進国グループの特徴は、製造業を主産業とする工業国である。
産業構造の異質化の同質化、言葉をかえて言えば、国際経済の不均等発展が
経済発展の原動力となることを意味している。
一定グループ国の産業構造が同質化することにより、先発国は、遅れて経
済発展に乗り出した後発グループの追い上げにあうことになる。即ち、
LDCが、先進国をキャッチ・アップすることになる。具体的には、現在起
きている東アジア地域の経済発展経路、即ち、日本に次いでアジアMEsが、
その後を先発ASEAN諸国70、次に中国そしてベトナム、最後に後発
ASEAN諸国71が追いかける、雁行経済的発展過程が形成されることになる。
和タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピンの四カ国を表し、特にタイ、マレーシアを
ASEANの先進国と呼ぶ。臥シンガポールはASEANの一員であるが、アジアNIEsに
分類される。
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東アジア地域における雁行形態的経済発展において、技術伝播（移転）とし
て重要な役割を果たすのが、英国を頂点として現在の先進国グループを形成
した貿易ではなく、FDIであることである。
同質化した先発グループである英国などの先進工業国グループは、グロー
バル化した国際経済環境化の中で、経済発展をリードしていくために再異質
化を必要とする。再異質化は産業構造の高度化を意味する。再異質化を進め
る戦略は、技術の差別化による高付加価値を持つ財の開発にある。これを促
すのが、ハイ・テクノロジー、IT（情報技術、inbrmationandtechnology）
産業、省エネ・環境産業やバイオ産業（bio－industry）などであり、ニュー
・フロンティアの創出にはかならない。同質化した国際産業構造、即ち工業
化した産業構造は異質を目指し、高次の産業構造にするための再異質化が、
図られることになる。
先進工業国グループが再異質化を図らなければ、また、技術革新
（imnovatlOn）を図らなければ、後発国グループに逆戻りし、その国民は、
先進工業図として享受してきた経済厚生の程度が低下する花。東アジア地域
において、先発ASEAN諸国や中国の追い上げを受けているE］本が、雁行形
態的経済発展の雁の先頭で有り続けるためには、技術革新による産業構造の
再異質化を図らなければならない門。
また、産業構造の異質化は、産業構造の同質化をもたらす。この結果、同
質化した地域（グループ）において、地域経済圏の形成が促される。経済共
同体形成の可能性が生じることになる。この代表的な発展形態が、欧州連合
（EuropeanUnion、EU）である。
711995年にASEANに加盟したベトナム、ラオス、カンボジア、ミャンマーの四カ国を表し、
後発ASEAN諸国の中でベトナムの工業化と縫済発展が著しい。
かこの現象を経済発展のアルゼンチン化という。アルゼンチンは先進国とLDCの閲を行き
来し、テイク・オフ（take－0任）し切れない状態を現わしている。
m再異質化を進める日本の手段として省エネ技術と環境技術が指摘されている。
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バラッサによる経済統合過程は①自由貿易地域（freetradearea、FTA）
の形成、②関税同盟（customunl0n）の形成、③共同市場（commonmarket）
の形成、④経済（通貨）同盟の形成、⑤完全な経済統合（政治的統合）の五
段階に分類され、EUはユーロによる通貨統合を達成し、現在第四段階にあ
る。
これに対して東アジア地域においては、バラッサが定式化した経済段階を
経ずに、実質的な経済圏74が自然発生的に形成されている。この点に着目し
て、現在、東アジア共同体構想が議論されている75。EAC構想の出発点とな
るのが、戦前に日本が夢想した「大東亜共栄圏」構想にほかならない76。EU
が辿った経験は、EAC構想を具体化する上で有用であるが、その出発点は、
自然発生的に形成された地域経済圏を土台としており、EUとは異なる展開
を見せると考えられる。いずれにしろ同構想の議論は、アジア共通通貨
（AsianCommonCurrency）の基礎となるアジア通貨単位（AsianCurrency
Unit、ACU）を含め、始まったばかりである。
尚、EACのフレームワークとして、表4の組み合わせが議論されており、
1997年以降毎年開催されているASEAN＋3（日本、韓国、中国）会議にお
いて、東アジア共同体構想が議論される状況にある。東アジア共同体構想の
枠組みは、表4の通り、6通りの組み合わせがある。
東アジア地域の経済協力はASEANを軸として展開されているが、こうし
た状況下2009年に入り日本、中国と韓国によるFTA締結により、そのリー
74東アジア域内貿易量は即％（2∝17年弧4％、1MF）を上回っており、EUやNAFTAに匹
敵する市場圏を形成している。
75EAC構想は非常に先走った構想であることは間違いない。EUと異なりアジアの特徴は
多様性にあり、共通した分母が非常にノトさいことからEU的な共同体に発展する可能性
は非常に小さく、実利に根ざした経済共同体にとどまる可能性が高い。
76同構想は日本の帝国主義・軍国主義に利用され、東アジア諸国を戦火に巻き込んだこと歴
史はしっかりと語り継がれていかなければいけないし、また、EAS構想で同じ過ちの轍
を踏まないようにしなければいけない。
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表4　東アジア共同体（EAC）構想の枠組み
ASEAN lO ASEAN 共 同体 （ASEAN 経 済共 同 体 、ASEAN
安 全 保 障 共 同 体 、ASEAN 文 化 共 同 体 か ら構 成
され る）。 メ ンバ ー10カ国 （タ イ、マ レー シ ア、
イ ン ドネ シア、フ ィ リピ ン、シ ンガポ ー ル、プル
ネ ィ、ベ トナ ム、 ラ オ ス、 カ ンボ ジ ア、 ミ ヤ ン
マ ー ）で構 成 す る 。
ASEAN－ 1 ASEAN メ ンバ ー 10カ国 か ら シ ンガ ポ ， ル を除
いた 共 同 体。 対 外 共 通 関 税 を 課 す 関税 同盟 を結
成 す る時 、実 質 関 税 ゼ ロの シ ンガ ポ ー ル は税 参
加 で きない 。
ASEAN＋ 1 ASEAN lOカ国 に イ ン ドを加 える 。
ASEAN＋ 3 ASEAN lOカ国 に 日本 、韓 国 、中国 を加 える。 東
ア ジア共 同 体構 想 の基 本形 態 をな して い る。
ASEAN＋ 3＋ 2 ASEAN＋ 3にオ ー ス トラ リ ア、ニュ ー ジー ラ ン
ドを加 え た。
ASEAN＋ 3＋ 2＋ 1＋ 1 ASEAN＋ 3＋ 2＋ 1に米 国 を加 えた構 想 。
出所：筆者作成
ダーシップをASEANから日本、中国と韓国にとり戻す動きがでてきている。
経済面だけでなく社会組織、価値観、文化や宗教面などを共有する同質化
から出発したEUの経済統合と異なり、ASEAN諸国、アジアN氾Sや中国
が工業化したとはいえ、その国際分業形態はEUのような水平分業ではなく、
日本を頂点とした生産ネットワークによる、垂直分業そして工程間分業形
態を取っており、依然として、産業構造の同質化（工業化）が進行している
中で、異質化が、同時進行していることに注意を払う必要がある。また、産
業構造の同質化を推し進めている分野が、労働集約産業に限定されており、
東アジア地域における日本を頂点とする技術革新には、相当な開きがあるこ
とは自明のことである。同質化を推し進めているのが、日本経済の空洞化で
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あり、東アジア諸国の技術水準のキャッチ・アップによるものではないこと
を、認識する必要がある。東アジア地域で産業構造の同質化は、日本経済の
空洞化の進展具合と生産ネットワークに大きく依存しているといえる㌔
6．日本経済を先頭とする雁行形態再構築の道
21世紀に入り、東アジア域内貿易で中国の比重が飛躍的に高まり、東アジ
ア経済は新しい時代に入ろうとしている。同域内貿易に占める中国のシェア
は、2006年輸入24．4％、輸出22．3％を占め、2000年と比較して、輸出入とも
8．4ポイント増えている。これに対して日本は、輸入14．1％（2000年比4．1ポ
イント減）、輸出17．3％（同5．6ポイント減）となり、日本は域内貿易におけ
る牽引役を中国に譲ることになった78。また、中国のGDPは、2009年ないし
2010年には日本を抜いて、世界第二位になると予測され状況にある。
また、雁行形態的掛斉発展の核心である技術でも、中国79や韓国紺の
打日本企業は低廉で豊富な労働力を求めて、労働集約産業を中心に東アジア地域への生産・
製造基地の移転を1980年代央から積極的に進めてきた。この結果、日本樫清の空洞化と
東アジア諸国のキャッチ・アップに遭遇し、2（氾0年代に入り、工場建設の国内回帰現象が
顕著となっている。ハイテクは日本、ローテクは東アジア地域というデマケでは、生産現
場を欠き、生産技術を発展させる機会がないことに、日本企業が気づいたことが大きく影
響している。固有技術だけ持っていても、それを具体化する生産技術がなければ高品質
と低コストをもたらすことができない。
78東アジアの貿易の変化について「ジェトロ・センサーj2飴9年5月号の「東アジア域内貿
易回復の道筋」pp14h17で統計的な分析を紹介している。
乃2〔沿9年4月開催された「上海自動車ショー」で、中国メーカが次世代の電気自動車を展示
し、中国の技術での日本の追い上げをみせつけた。ただ、中国の工業品の部品やコンポー
ネントのかなりの量と種類がH本から輸入しており、日本の技術面での優位性は保たれ
ている。また、中国の輸出の約帥％を外資企業が担っている。
釦韓国の対日貿易収支は慢性的に赤字を継続し、拡大傾向にあり、同国の工業化が進めばE
本への依存が高まる傾向にあることは否定できず、中国同様に、日本の技術面での優位性
は保たれている。韓国企業に雇用された日本人技術者と日本企業の競争といわれている。
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キャッチ・アップは目覚ましい。加えて、グローバル化により「企業が投資
先を選ぶ時代81」に入るとともに、ASEAN諸国のFDI主導型輸出志向工業
化により、日本を先頭とする雁行形態飛行体形が乱れ、不完全燃焼を起こし
ていることは事実である。FDIを軸に東アジア地域では、「同時多発的経済
発展」の様相を呈し始めた。
このことから、東アジアにおいて雁行形態発展の牽引役は、日本から中国
にシフトする状況が生まれつつあるといってよい。
このような状況を打破し、再び日本が雁の先頭を力強く飛ぶためには、ど
うしたらよいのかを、また、雁行形態的経済発展の執着駅であると考えられ
る地域経済圏形成としての東アジア共同体構想の中で、どのように日本が棲
み分け、他の東アジア諸国と共生していけばよいのかを、以下で考えてみた
い。
まず、日本がFDIにより構築された経済構造の同質化を打開し、再度飛行
形態を組み、東アジア地域で経済をリードするための方策として、次のこと
が指摘できる。
企業の創意努力と技術の高度異質化すなわち技術革新ないし新商品の開発
あるいは国家の規制的努力としての産業政策による高度異質化（イノベー
ション）の促進である。これは（9重化学工業化、精密工業化とともにハイテ
ク、ナノ・テクとIT産業や省エネ・環境産業に産業経済構造を転換するこ
とである。すでに日本は重化学工業の成熟期を過ぎ、高度異質技術化に向け
ハイテク技術とIT技術及び省エネ・環境技術紀の開発を推し進めるととも
8コ　このキャッチ・フレーズは、拙著rアジア経済と直接投資促進論」ミネルヴァ香房　2〔的1
年で展開したものである。
陀日本の省エネ・環境産業技術の国際的な先進性と優裁性がいわれるが、東アジア諸国で
は、環境保護の必要性を認識していても、それを実行するより、「豊かになりたい」とい
う気持ちが優先しているように感じる。これは、毎年マレーシアを拠点に東アジア諸国
を現地調査（2∝檜年はマレーシア、カンボジアと韓国を実施し、マレーシアには3か月間
滞在した）するたびに感じるところである。また、タイ、マレーシアやインドネシアは豊
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に、電子・電器などの耐久消費財である労働集約産業の国内回帰鮎を促進す
るための生産技術の向上と、東アジア城内における経済連携協定（economic
partnershipagreement、EPA）と自由貿易協定（h・eetradeagreement、
FTA）糾締結による自由貿易体制の構築と発展が、生産ネット・ワーク
（productionneトwork）を7，クさせるうえで不可欠となる。
日本政府は、日本にとって有益な国際環境作りと経済利益を確保するため、
東アジア経済圏形成を念頭に、資源産出国や人口大国を含めた諸国との
FTA・EPA戦略を展開している。そして（∋2010年の日本の貿易額の25％以
上がEPA・FTA諸国が占める、（む2007年から2年間で締結国が12カ国以上
になることを当面の目標としていた。
第二に、商品の品質高度異質化の必要性である。これは商品の差別化を意
味してり、この異質化を図るために、東アジア諸国の経済発展に伴い形成さ
れた富裕層＝高所得者層をターゲットとした商品開発と技術開発を推し進め
ることを意味している。同時に、中国やASEAN諸国の経済発展により、国
内に成長してきた中間所得層向けの商品開発である。市場のセグメンテイ
かな天然資源に恵まれており、天然資源の乏しい日本と異なり、「省エネ」といった概念が、
生活様式に浸透するには、時間がかかると考えられる。慣性の法則が働き、一度手にした
便利なものを手放すには時間がかかる。
貼21世紀に入り、パナソニックやシャープなどの家電メーカなどが国内での工場建設に回
帰した大きな要因は、最新技術の海外漏洩防止と比較優位にある中国・ASEANとの競合
するための自動化と派遣労働者の活用がある、2∝嶋年の規制緩和により、製造業への派遣
労働者の派遣が可能となり、当時の高い失業率（5％台）を改善する役割右果たすととも
に、2㈱8年の世界金融危機による大量の派遣労働者の雇い止めを生む原因となった。
あ日本政聯ま鼓後一貫して国際通商交渉では「国際機関主義」を貫いてきたが、21世紀には
いり、二国間FTAに通商協力の軸足を移してきている。その理由はWTO体制下で多
国間交渉の場であるドーバーラウンド交渉が進んでいないことも大きく原因している。
2009年3月現在11件のFTA・EPAを締結している。日本はすでにアジア地域ではシンガ
ポール、タイ、マレーシア、インドネシア、フイT）ピンとFTAを締結し、またASEAN
ともFTAを締結している。FTAの経済効果については、拙著「世界貿易機関（WTO）
と自由貿易協定（FTA）」r商経論剃札幌学院大学2∝桁年に詳しい。
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ション（segmentatlOn）によるマーケティングを行うことである。日本国内
向けと海外市場向け商品の品質を異にすることによる差別化である。一般的
な普及品ではなく、中間所得・富裕層のエリート意識をくすぐり、購入を促
進することにより、こうした階層の社会的ステイタスを満足させる商品の開
発を意味する。米国や日本が大衆消費社会となったデモンストレーション効
果（demonstratione斑eet）による大量消費・販売を狙うものではない。
周知の通り、東アジア諸国の政治体制の大きな特徴は、権威主義による開
発独裁にある。こうした権威主義国家における中間所得・富裕層をターゲッ
トとした商品開発は、高品質商品85であることが求められる。同時に、経済
発展の恩恵を受け形成されている中間所得層を狙った商品開発も、重要な位
置を占めてくる朗。この層を狙った商品開発は、日本企業が陥りやすい「過剰
品質」であってはならず、「顧客が求める品質」であり、顧客が豊かさを感
じる商品の開発である必要がある。現在のように日本市場で販売されている
商品を東アジア市場に輸出するのではなく、東アジア諸国の経済発展段階に
応じた購買力に合わせた商品を開発し、品質の差別化を図ることが商品異質
化にとって重要な役割を果たす。このことは、日本国内と海外市場の顧客に
対応したニーズにあった商品品質異質化を推し進めることである87。これは、
葛中国やASEAN諸国などでは、小型車が普及し始めたが、威厳をもたせた大型車が権威の
象徴として好まれる傾向にある。
鎚筆者がマレーシア駐在していた1980年代央、同国を「適度な先進性と適度な後進性」が適
度にミックスし、生活しやすい国である、と来マ者に説明してきた。現在もこの雰囲気を
残しており、長期滞在先人気N0．1となったが、ASEANの先進国となった現在、その経
済水準は想像以上に高い（拙著「長期滞在先としてのマレーシア」Fアジア研究所所報」
亜細亜大学アジア研究所2009年7月号参照）。
87平成21年3月9日付け日本経済新聞は、製造業による新興国向けの商品開発・生産と輸出
を紹介している。富士フイルム：低価格デジカメ、パナソニック：BRICs向け白物家電
の開発、日立アプライアンス：中国、サウジアラビアなど20カ国の現地仕様の大型冷蔵庫
の開発、コマツ：中国向け後方旋回機能なしのミニシャベルを開発、JUKI：中国、イン
ド向けに機能を絞った低価格品の開発、井関農機：中国向け低価格ミニコンバイン、ダイ
ハツ：インドネシア向け低価格SUV開発、ホンダ：アフリカ仕様の二輪車の開発。
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同一用途における新規商品、使い勝手の良い便利な品質の創出、新規開発商
品の生産による用途市場の開拓にはかならい。
W．W．ロストウの発展段階鎚を参考にし、東アジア諸国の経済発展段階を
みれば、テイク・オフを果たし、成熟期を迎えている。この時期の特徴は、
経済の国際化の時代であり、経済構造が①軽工業から重化学工業にシフトし、
（塾農工間の労働力移動、人口の都市集中、労働力の高学歴化、熟練化と専門
職化が進み、③専門的経営者が現れ、経営と所有の分離が進むことにある。
これをマレーシアを例にとってみると、産業の中心は製造業となり、重化
学工業化と知識集約産業への移行を進めており、マレー人の経済活動への参
加が活発化し、農工間の労働力移動が依然として続いている。また、国立大
学入学者の70％前後が女子で占められている事実から、労働力の高学歴化も
進み、首都クアラルンプールなどへの人口の集中が進んでいる。加えて、国
是としてきたブミプトラ政策を緩和し、ブミプトラ資本所有30％の枠を撤
廃89して、経営と所有の分離を推し進める状態にある。
マレーシアを例にみるように、先発ASEAN諸国は成熟期にあり、消費産
業中心の時代を誘発すると、W．W．ロストウが主張しているように、東アジ
ア諸国は高度大量消費時代に入りつつある。この時代の特徴は、消費性向の
大きい都市労働者やホワイト・カラーが増加し、消費構造は変化することに
ある。この結果として、自動車や家電製品やサービスなどへの爆発的な需要
梯W．W．ロストウr経済発展の諸段階j（村上他訳）ダイヤモンド社、1961年によると、①
伝統的社会の時代（tradit10nalsociety）、②離陸の先行条件（precondltionfortake－Off）、
③離陸期（take－0均、④成熟期（drivetomaturity）、⑤高度大量消費時代（ageofhigh一
massconsumptlOn）に加えて、⑥所得の限界効用逓減の時代（ageofdiminishlngmar由1a上
utllityofincome）の段階に分けている。
紺米国とのFTA交渉過程で、ブミプトラ政策批判が出されたこともあり、上場する企貴の
ブミプトラ30％枠を撤廃することになった。ただし、上場規定で25％以上の株式を公開
しなければならないが、その内50％（12．5％）をブミプトラに割り当てることになる。し
かし、その後の株式の売買には親御‖ま課されないため、実質的に30％枠が撤廃されたこと
を意味する。
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が発生する。こうした高度大量消費の時代、言葉を替えていえば大量生産の
時代に東アジア諸国はあり、こうした市場への商品供給は、日本や米国など
へ輸出している同じ商品ではなく、高度大量消費時代にある東アジア諸因の
消費市場にあった、商品や製品の開発を必要としていることを意味してい
る鮒。
ロストウの経済発展の五段階目に当たる高度大量消費期の次に、所得の限
界効用逓減の時代を予測しているが、東アジア諸国ではまだこの段階にはな
い。物質的欲望を充実させる段階にあり、自由な時間と余暇を過ごすガルブ
レイスが「豊かな社会（afnuentsociety）」91と呼んだ経済状況には至ってな
い。
豊かな時代の特徴は、労働による所得の向上による消費より、余暇を選ぶ
ところにあり、こうした分野における日本経済の先行性と優越性を生かした、
技術革新と商品開発をする余地が残されている。マレーシアは2009年6月に
経済自由化政策として、サービス・金融部門の自由化を発表した。こうした
動きから、製造業に限定することなく、東アジア地域においてサービス分野
で、日本経済を軸とした雁行形態的経済発展を形成できる可能性を有してい
る。
また、必要なものは生産技術の高度化である。後発国との競争過程におい
て、原価と販売価格を比較的低価格に維持することにより、国際価格競争力
を維持することが重要となる。特に後発国の労働集約商品は、絶対的に人件
卯筆者は、マレーシア駐在以後、頻繁にマレーシア、タイ、シンガポール、中国、ミャンマー
や韓国などを訪問しており、過去10年間毎年マレーシアを拠点に現地調査を実施してい
る。訪問するたびに東アジア諸国の人々の「豊かになりたい」という希望が、現実の消費
活動になって表れており、旺盛なその消費には驚かされている。2（氾9年、韓国、シンガ
ポール及びカンボジアを訪問する樺会を得て、改めて戦後の日本人がそうであったよう
に、デモンストレーション効果により、束アジア諸国の人たちの「豊かになりたい」とい
う願望の強さを痛切に感じた。
glガルブレイス（鈴木訳＝憧かな社会」岩波魯店1969年
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費が安いため、先発国の同じ労働集約商品の競争力は、ほとんどないのが実
際であり、後発国にその生産を譲らなければならない。雁行形態的経済発展
論から明白なことである。
このような状況下で、21世紀に入り、日本企業の国内回帰現象の背景には、
固有技術の優位性を保持すると同時に、生産現場において、生産技術の日進
月歩を必要としていることが大きく原因している。固有な新技術を開発し、
その技術を用いて、合理的にかつ低価格で生産するための生産管理技術（工
場の管理運営能力）を確立するためには、生産・製造現場を日本国内に抱え
込んでおく必要性がある。この生産管理技術の改善により、ASEANなどの
発展途上国と伍して、労働集約商品を国内においても生産・製造できる余地
ができるし、また、知的財産権を無視したコピー商品の氾濫する東アジア地
域盟において、技術の海外流出を未然に防ぎ、比較優位を維持する上で重要
な位置を占めている。
商品開発と生産には、次の二つの技術を必要とし、一般的に技術は以下の
ように分類することが可能である。
表5　技術の種類
技術 （塁霊慧 霊 芸 笠 管理、
品質管理、購買管理など
の工場運営ノウハウ）
第三に、グローバル化した国際経済環境の変化に対応した企業戦略を確立
記WTOにおけるサービス貿易における知的財産権の保障は、東アジア諸国では「公然」と
無視されている。2（氾9年7月から3ケ月間マレーシアに滞在し、日常的にコピー商品が
売られており、アゴツ（国王）もコピー商品を持っているといわれる。
田商品生産に必要な技術そのものを意味する。
糾商品を最も合理的な低コストで生産・製造するノウハウを意味する。
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することである。例えば、M＆A（株式取得と合併、mergerS＆acquisitlOn）
や資本提携による国際的に圧倒的な市場支配力の確立による異質化の形成が
ある。
第四に、東西冷戦横道の崩壊による経済のグローバル化の進展により、国
際的な政治的交渉による自由貿易の推進がある。IMF・WTO体制下におけ
る枠組みでの自由貿易の推進とともに、バイ・ラテラル（二国間、bilateral）
な通商協定による自由貿易の推進による兢争力の強化がある。その代表的な
例が21世紀にはいり、自由貿易推進の手段となったFTAやEPAの活用で
ある。こうした協定の活用により、流通コストとしての関税を低減し、国際
価格競争力を維持することが可能となり、再異質化による経済産業構造を構
築する上で有効な手段となる。東アジア諸国ではFTA・EPAの交渉・締結
が活発であるが、日本も通商交渉におけるこれまでのWTOを軸とした「国
際樺関主義」からアジア諸国との二国間・地域間をベースとしたFTA・
EPAの締結を促進し、生産ネットワークの構築に努めている。すなわち
地域共同市場の形成である。日本のFTA・EPA政策は、アジアを軸に展開
されている。
第五に、再異質化による産業経済を構築する方法として、EUのような広
域地域経済圏95の形成による共同体の形成がある。これは、ASEAN共同
体鮎を核とした東アジア共同体構想の実現にはかならない。同構想は、決済
単位としてのアジア通貨の創出が議論されてはいるものの、そのメンバー国
の枠組みが議論される段階にとどまっているのが現状である97。東アジアに
妬バラッサによるEUの経済統合過程の定式化によると、①FTA、②関税同盟、③共同市場、
④通貨経済統合、⑤完全な経済統合（政治統合）に分類されている。
髄2015年を目途にOASEAN安全保障共同体、②ASEAN経済共同体、③ASIiAN文化社会
共同体を形成することを目指している。
97グループ化はASEAN、ASEAN＋1（インド）、ASEAN＋3（日本、中国、韓国）、ASEAN
＋3十オーストラリア＋ニュージーランドなどが構想されている。ASEANが関税同盟
を目指すのであれば、関税を課さないシンガポールを除いたASEAN－1（シンガポール）
－63－
おける広域地域経済周の形成は、アジアの多様性粥を前提とし、自由貿易と
保護貿易を止揚する国際主義と、ナショナリズム（nationaⅡsm）を融合する
ことにより形成することが必要である。
表6　同質化を打開し、再異質化への道
産業面における高度異質化二産業構造の高度化を進める
重工業、化学工業、精密工業、IT産業、ナノ技術、省エネ技術
品質面における高度異質化＝品質管理におけるPPM（百万分の一）管理
同一産業部門における商品の高級化・高付加価値化
品種的高度異質化
同一用途における商品の品質や商品の改良、顧客のニーズに応じた多
品種少量生産に対応した生産技術の確立。
生産方法の高度異質化
低賃金を武器とするLDCに対抗する生産技術・方法の合理化。
7．雁行形態的経済発展を支えるサポーティング・インダストリー
（り　サポーティング・インダストリーと中小企業（SMEs）
これまでみてきたように雁行形態的経済発展論は、東アジア諸国、特に
ASEAN諸国の経済発展過程を理論的枠組みの中で説明する基本的な理論で
ある。それは赤松理論とPC理論から基本的に構成され、実証分析の中から
生まれたが、一般化することにより、抽象化された理論でもある。両理論は
方法論的にトレード・オフの関係にありながら、相互補完的に工業化過程を
説明している。前者は、産業構造の発展過程から後発国から先発国をキャッ
チ・アップしていく過程を、後者は、商品のライフ・サイクルから先発国か
でなければならない。
湘一般的に多民族国家と首われ、多民族、多宗教、多文化、多言語、多食文化を内容として
いる。
－64－
ら後発国に経済発展が伝播していく過程を明らかにしている。
LDCの工業化過程で、全ての商品が輸入一生産（国産化）一輸出の輸入代
替過程を経過するとは限らない。ある工業品が輸入され、それが国産化され
ることにより、国内で関連した輸入代替財の生産が開始される。即ち輸入代
替工業化に誘発された関連企業の誕生である。輸入代替工業化は、誘発効果
として国内に関連企業を形成することになる。この関連企業が育たなければ
輸入代替財が、国際競争力を持った輸出財に転換することは難しくなる。関
連企業の誕生は、輸入代替商品生産のスピル・オーバー効果（spilL0Ver）と
しての波及効果を意味し、本格的な工業化を後押しすることになる。この関
連企業の広がりをサポーティング・インダストリー（裾野産業、SuppOrting
industry）と呼ぶ。工業化を開始した国におけるサポーティング・インダス
トリーは、主にSMEs（smallandmediumenterprises）から成り立っており、
製造原価のコスト・ダウンを可能とする原材料としての部品や、コンポーネ
ントなどの現地調達の可能性を高める、ローカル・コンテンツ比率（現地部
品調達、localcontents）の引き上げ郭である。
ASEAN諸国が、輸入代替工業化から輸出工業化へ政策転換していく過程
で、問題となったのが、FDIによるパイオニア企業を支えるサポーティング
・インダストリーの脆弱さであった。こうした現状を打破し、工業化を推し
進めるためにASEAN諸国は、サボ，テイング・インダストリーとしての
SMEsの育成を積極的に打ち出していくことになる。
ASEAN諸国の工業化過程におけるサポーティング・インダストリー育成
の重要性と必要性は、戦後日本の経済復興過程で果たしたSMEsの役割を、
大いに参考としている。SMEsの定義は、日本のそれを参考1伽としている。
pASEAN諸国の工業化において、サポーティング・インダストリーの育成は、必要不可欠
であり、現地調達比率の大きさにより、優遇措置の内容を決めている。
1仰定義は、製造業では資本金3億円以下または従業員数300人以下、卸売業同1億円以下
または阿1（氾人以下、小売業同馴万円以下または同50人以下、サービス業同5∞0万円以
下または同100人以下となっている。
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同時に、輸入代替商品を主要産業に育てるために、どの商品が戦略目標とし
て適切か、という間道を解決することが重要になってくる。ロストウがテイ
ク・オフ時の特徴として、いくつかの産業が特に成長著しいことを指摘して
いる。このような部門を主導産業ないし主導部門と呼ぶ。産業革命期の英国
では、繊維産業が機械、鉄鋼、石炭などの産業を促した。日本などの後発国
では、鉄道建設が主導的な役割を果たした。主導産業の要件は、①需要の水
準と増加リスクが大きいこと、②技術革新による費用低下と利潤増大が着実
に起こり、集中的投資が発生する、③他の産業を誘発する波及効果が大きい
ことである。
マレーシア、タイやインドネシアでは、この戦略的輸入代替商品として自
動車産業と電子電機産業を選定した。マレーシアの回民車プロトン
（PROTON）101の製造は、飛躍的に同国を工業化に導き、電子産業とともに、
今日の豊かさをもたらす主要産業となった。一人当たりGDPが2（泊0ドルを
超えると、モータリーゼーションが発生することを経験が教えている。21世
紀に入り、一人当たりGDPが20∞ドルを超えた中国では、爆発的なモータ
リーゼーションを巻き起こしている。
人間は、一度便利なものを手に入れれば、これを手離すことは難しい。高
温多湿で「痺痛の地」であったASEAN諸国にとって、モータリーゼーショ
ンが起きるまでは、場所の移動は、生活を送る上で大変な負担となっていが、
この負担を解消したのが自動車であり、クーラーであった。また、自動車の
普及が経済機会を豊かにし、クーラーが生産性を高め、経済発展を導いた。
これら商品の国産化進展により、豊かな生活と、飛躍的な生産性の向上をも
たらした。
10119朗年初めHICOM（マレーシア重工業公社）を設立し、第二次輸入代替工業化（重工業
化）の目玉プロジェクトであり、三菱自動車のランサーをベースとした車であり、三菱
グループと合弁事業で始めた。
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ASEAN諸国が自動車を選定した理由は、経済関連効果（economiclinkage
eがect）が非常に大きいことである。輸入一輸入代替化を進める上での判断材
料は、前方連関効果（forwardlinkageeffect）102と、後方連関効果（backward
linkageefkct）ユ03の大きい商品、即ち自動車であった。タイでは1トン・
ピックアップ・トラックが、インドネシアではミニバンタイプのキジヤーン
が、そしてマレーシアでは、国民車プロトンを弓削こ幅広い産業構造の構築を
進めた。これが、ベンダー開発スキーム（venderdevelopmentscheme）104で
図13　前方連関効果と後方連関効果の関係
前方連関効果
後方連関効果
出所：三木敏夫：rASEAN先進経済論序説j現代図番　2005年　p138
102ある産業が生まれることにより、その産業の生産物が他の産業に原材料として供給され
ることにより、他の産業が新たに生まれる可能性のある効果のことである。前方連関効
果＝皇Ⅹij・Pi（ただしPj＝Xj／aj）P］は連関効果を表す指標、産業iの前方連関効果によ
1－1
り発生する産業の産業として成り立つ最小単位aLむ．一一一一一an．である。
103ある産業が生まれることにより、他の産業に対して原材料の需要が誘発され、原材料供
給産業が生まれる可能性の効果である。後方連関効果＝皇Xか巧（ただしPi＝Xi／由）、
Piは連関効果を表す指標、産業iの後方連関効果により発生する産業の産業として成り
立つ最小単位a－，む，一一一一一anである。
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あり、バンコクを「東洋のデトロイト」として自動車産業の集積が進んでい
る。
前方連関効果と後方連関効果の関係をみると、LDCでは、自動車の輸入を
開始し、国産化の要望が大きくなり、輸入代替工業化を開始する。最初は自
動車の組み立て（assemble）から国産化が開始される。組立のためのすべて
を輸入に頼るCKD（completeknock－down）方式、ないし一部部品を現地調
達するSKD（semiknock－down）方式のいずれかを採用するかは、その国の
経済産業構造の状態に依存する。今、説明を単純化するためにCKD方式を
採用したとする。自動車の組み立て部品全部が輸入に依存しているが、後方
連関効果として組立企業に必要な原材料を供給する基礎産業が生まれる。こ
れにより、自動車産業が供給する原材料をもとに、ビジネスチャンスとして
前方連関産業が生まれることになり、連関効果の高い産業を工業化に据える
ことにより、産業の裾野を広くし、経済発展の可能性を高める。
雁行形態発展は、輸入代替工業化から単純に、輸出工業化に発展していく
ものではなく、やはり国際市場で受け入れられる商品が国産化され、輸出さ
れると雁行形態発展が可能となってくる。この例として、ASEAN諸国にお
ける、電子・電器製品などの耐久消費財があげられる。このため工業化に当
たり、戦略商品としてどのような商品を選択するかが重要となる。
同時に、LDCにおいて圧倒的な経営資源“ヒト、モノ、カネ”を保有する
多国籍企業が、それらを導入し、雁行形態的経済発展を担った。ASEAN諸
国が、輸入代替から輸出工業化に政策を転換する過程を支えたのが、門戸開
放であり、FDIの導入105であった。先進国に従属していた植民地であった
ASEAN諸周が、独立後、FDIアレルギーを解消し、積極的にFDIを経済発
展過程で活用する経済政策に転換し、また実行していった能力を高く評価す
1糾問スキームはブミプトラ政策と関係しており、現状ではブミプトラ企業家の育成を促進
したとはいえない状況にある。
105ロストウもテイク・オフの条件として、外資導入を指摘している。
一68－
る必要があるだろう。ASEAN諸国の投資促進機関（investmentpromotion
agency、IPA）1（拓による、学習効果の積み重ねが、キャパシティ・ビルディ
ング（capacitybuilding）を強化することになった。
8．雁行形態的アジア観は終焉したか
工業化理論をもとに東アジア諸国の工業化から、地域共同市場形成を雁行
形態理論により定式化を試みてきたが、雁行形態に対する批判は、多く出さ
れている。傾聴に値する積極的な批判が展開されており、東アジア経済の発
展の方向をより深く考察する原動力になっていることは、否定できない。雁
行形態経済発展が、東アジア地域において発生した主要な要因として、①地
理的に近接し、いち早く先進国入りした日本経済が位置していた、②東アジ
ア諸国の経済発展段階が異なっていた、（塾東アジア諸国は、戦後、豊かさを
求めて開放的な工業化に積極的に取り組み、くりデモンストレーション効果が、
「豊かになりたい」という東アジア諸国のナショナリズムを刺激したことが
あげられる。
しかし、東アジア地域の経済発展段階と変化のスペードが速まっており、
以下の批判があることに注意を払いながら、雁行形態的経済発展論を理解す
る必要がある。なぜなら実証科学においては、広範で多様な経済現象の中か
らある一定の傾向あるいは法則性を探りだし、法則が、顕在化する歴史的背
景、理由や原因を説明する理論を作り上げるには、むやみに実証分析をすれ
ばいいわけではない。過去の有効な説明仮説（本稿では赤松の雁行形態論と
湖東アジア諸国のIPAとして、タイBOI、インドネシアBKPM、マレーシアMIDA、ブイ
．）ピンBOl、シンガポールEDPや韓国KOTRAがある。これら機関の成功の要因は
FDl誘致機関を一本化し、FDI誘致事業を展開したことによる（拙著「アジア経済と直
接投資促進論Jミネルヴァ書房2（氾1年を参照）。日本はFDI誘致機関が一本化していない
ことが、内外直接投資インバランスを生む大きな原因となっている。
一69－
バーノンのPC理論）を整理し、理論と対応した統計資料と現実の経済現象
を通して実証分析し、観察することが、基本的な科学的な方法であると考え
られるからである。
代表的な批判は、まず東アジアにおいて雁行形態発展の終葛を表した　F通
商自書　2001年」がある。同自書によるとアジア経済は、従来の日本一アジ
アNIEsrASEAN一中国の隊列で経済発展を展開していた雁行形態発展が
終わり、雁の先頭である日本に代わって「中国の成長力が東アジアの経済成
長を牽引する」と指摘した。東アジア地域における中国台頭による雁行形態
から同時多発的経済発展の展開である。また、2008年の世界金融経済危機回
復のための切り札は、日本にとどまらず中国経済の動向が握っていることは、
事実であり、中国経済脅威論を政治経済面で考慮する必要がある。
第二に、日本以外の東アジア諸国の経済発展が輸入代替から輸出にシフト
したことによるものではなく、輸入代替なき輸出工業化であったとするもの
である。1980年代央から本格化したASEANの輸出志向工業化は、それまで
の第一次輸入代替工業化から第二次輸入代替工業化へ連続的につながらな
かった失敗・挫折の結果であり、雁行形態による産業の雁行形態発展による
ものではない、とする批判である。確かに傾聴に値する指摘であるが、前述
の通り雁の飛行形態は、ASEANにおいてはFDI生産・輸出から始まり、そ
の後、ホスト国の国内市場向けの輸出代替に発展する雁の飛行曲線を描いて
おり、輸出志向工業化は雁行形態の基本形態の発展形態であることに注目し、
ASEANの工業化と経済発展を理解する必要があるだろう。
第三に、F通商白割が指摘したとおり、1978年の中国の開放改革後の中
国経済の台頭に着目し、中国が先端のハイテクからローテクの消費財まで
FDIを活用し、ASEANに繊維製品、家電製品を輸出し、またFDlを行って
いる現実を指摘し、雁行形態的経済発展論では中国の経済発展を説明できな
いとする批判である107。中国経済台頭論である。
これに対して筆者は、中国の発展は雁行形態パターンの輸入一生産過程が
－70－
省略され、FDI生産・輸出一輸出代替（ホスト国の国内市場）による雁行形
態によるものであり、FDIが輸入一生慶一輸出の連続性をショートカット
したものであることを考えれば、中国の経済発展は、東アジア地域における
雁行形態発展の延長線上で理解することができる。
第匹＝こ、東アジア地域における日本を先頭とした「雁行形態アジア観」は、
終焉したとする見方がある108。その裏付けとして、韓国は、①アジア通貨危
機による不良債権処理を日本より迅速に処理をしたこと、②IT分野でも世
界の最先端を行っていること、③空港・港湾などのインフラ整備での「ばら
まき」は行っていないこと、④BRICsである中国、インドやロシアにいち早
く進出したこと、⑤文化面では韓流文化を育てたこと、また⑥FTAに踏み
切ったのはアジアで韓国が最初であったことなどをあげている。
確かに、1990年代「失われた10年」を経験した日本経済に、かつての勢い
は感じられない109。傾聴に値する見識であるが、本稿でも展開したように、
東アジアでは、雁行形態が輸出代替による輸出志向工業化に発展し、日系企
業を軸とした生産ネッ　トワークが東アジア域内に形成され、これを土台に
東アジア共同市場構想が浮上してきていることを考慮すれば、東アジア地域
では依然として雁行形態的発展が展開されているといえる。とは言え、2009
年6月、韓国政府は韓国・ASEAN首脳会議を済州島で開催できるほど、経
済力をつけていることは確かであり、日本は東アジア諸国と「共争110」の時
IO7代表的なものとして中津和津次：「中国の経済発展パターンー普通の国へ」r世界経済の
中の中国J NTT出版p79－91
1082m8年8月18日付け朝日新聞「雁行形態アジア観の終駕」深川由紀子。
1の筆者はマレーシアに駐在して以降、頻繁にマレーシアを起点にASEANや中国に出かけ、
定点観測をしている。特に20∞年以降、毎年、マレーシアや周辺諸国に出かけているが、
日本企業の勢いのなさを感じている。かつて日本人ビジネスマンがグループで活動して
いると、何かをやりそうな期待感が持てたが、最近はそうしたものを感じなくなった、と
する東アジアのビジネスマンから聞いたことがある。また、日本の2（泊7年の世帯当たり
所得は前年より10万円減少した556万円、19朗年の664万円と比較し、1〔氾万円減少してお
り、経済水準の低下がみられる（朝日新聞2（X沿年5月22日付け）。
－71－
代に入ったといえる。
とはいえ、「東アジアの奇跡」を演じたASEANや中国では、後発性の利
益から抜け出して、「モノ造りの面白さ」、「豊かになる意味」、「自分たちで考
える楽しさ」を理解してきておりlll、ASEANや中国にキャッチ・アップさ
れることになることは容易に予測できる。その場合、日本企業は、生産ネッ
ト・ワークによる東アジア諸国との共生を模索する道を考えておく必要があ
ろう112。
第五に、東アジアにおいて雁行形態的経済発展を可能としたのが、戦後の
東西冷戦構造による地政学的要因が大きく働いたためであり、冷戦構造が崩
壊した現在、雁行形態的経済発展を可能とした地政学的要因は消滅したとす
る考えである。傾聴に値する考えであり、政治的要因より、グローバル化し
た経済の中で、東アジアの経済発展の方向を考える必要があるだろう。
最後に、アジアの産業構造は、雁行形態産業構造から各国が構成する生産
ネットワーク型の産業構造となっており、東アジアにおける雁行形態的経
済発展は終焉したとする見方がある。事実、日系企業を軌こ東アジアでは、
生産ネッ　トワークが形成されている。企業のMNC化は大企業の経営形態
と考えられてきたが、1980年代央にタイやマレーシアに進出したSMEsの中
110「共に考え、共に競争する」ことを意味する。
111現地調査のたびに、ASEANや中国のビジネスマンの自信に満ちた仕事ぶりを感じてい
る。反対に、日本人ビジネスマンの自信のなさは、「失われた10年」と遅々として進まな
い構造改革による無力感と閉塞感によるところが大きい。
1122∝泊年5月、韓国ソウルを訪問する機会を得た。市内を走る草のほとんどが新しいセダ
ンが多い。物価水準も日本と同じないし若干高めであり、大学卒業者の初任給は20万オ
ン（2∝冶年9月円高オン安が始まる前のレートで換算すると20万円となる）、閉塞感漢う
日本の若者と異なり、韓国の青年には物事を前向きにとらえる勢いを感じた。韓国の経
済発展は、雁行形態的発展観の終焉が出てくるのも止むを得ない水準である。今後、韓
国とは「共争」の時代に入ったとも考えられ、日韓共同市場を形成し、「ヒト、モノ、カ
ネ」の自由な移動により、東アジア経済をリードしていくことを模索する時期に入った
といえる。
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には、周辺諸国に企業展開するところも出てきており、日系企業を軸に東ア
ジア地域ではネット・ワーク型産業構造が形成されている。SMEsもMNC
化している113。この生産ネット・ワークは、雁行形態による企業成長の結果
である。このことを考慮すれば、東アジアで雁行形態が終焉したとはいえな
い。
また、経済発展の本質は、過去より現在、現在より未来に、より良い望ま
しい経済状況が実現することである。その経済発展は、一般的に、①数量的
側面で測る経済進歩（economicprogress）と、②社会的な近代化
（modernlZationinsocial）の二面を統合した進歩過程と、理解される。雁行
経済発展に対する批判の多くは、数量的な経済進歩におけるものが多く、社
会的な近代化をも考慮した経済発展論の是非を議論すべきものである114。
近代化とは、欧米の歴史観と価値観に基づけば、産業革命と市民革命を契
機として起こった一連の社会的変化現象の総称であり、それには人々の考え
方や習慣の変化、教育や文化の成熟程度、法律や制度や政治体制の在り方、
衣食住分野における生活様式の変化、そして都市化現象などが含まれる。
2020年に先進国入りを目指すマレーシアが掲げる先進国の条件は、人生観、
価値観や生き方を重視したものとなっている。また、経済面だけでなく、政
治、文化及び芸術活動などの分野で、世界で通用する一級の国民となること
を掲げていることが大きな特徴となっている。このことから近代化された社
会の形成が経済的進歩の目標であり、近代化そのものが経済発展の要件であ
る。
経済発展をこのように理解すれば、雁行形態的経済発展により東アジア諸
国の経済的進歩には目覚ましいものがあるが、社会的近代化からみるとその
113SMEsの多国籍企業化については、拙著「東アジアにおける中小企業の多国結企業化」
世界経済評論　2（沿7年3月号に詳しい。
114社会的近代化を理解する資料として、三木敏夫「長期滞在先としてのマレーシア」「アジ
ア研究所所報」亜細亜大学アジア研究所　2009年7月17日号　第135号が参考になる。
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経済発展は十分とはいえない。東アジア諸国の大部分は、封建制115の上に
資本主義経済システムを構築したもので、経済的進歩と社会の近代化が歩調
を合わせない、アンバランスな経済発展の姿をあらわしている。ここに異質
化の同質化から再異質化の可能性がある。東アジア諸国が求められているこ
とは、封建制を脱ぎ払い資本主義経済に着地するために、開発独裁から民主
的な政治社会に移行することにより、垂直的分業を基本とした雁行形態的経
済発展は終焉し、また、輸出代替化により同質的な経済構造が構築され、ア
ジア的方法によるEU的な地域経済周が形成されていくことになる。近代化
された社会が経済進歩の貫標であり、近代化そのものが経済発展の要件とな
る。この側面を考慮すれば、日本は相対的に東アジア諸国の政治社会システ
ムより、遥かに先行した民主主義体制が確立されており、雁行形態的経済発
展における雁の先頭を飛ぶ能力をまだまだに備えているといえる。
9．雁行形態発展と地域経済圏形成に向けて
（1）雁行形態下の工業化と国際分業
東アジア諸国の工業化は、（∋生活水準の改善と向上、②慢性的貧困の削減、
③所得増加による経済機会の増加をもたらし、タイやマレーシアを中所得国
としてASEANの先進国に押し上げることとなった。これは、先にみた通り、
1970年代、1980年代における旧ソ連と中心とする社会主義的計画経済の失敗
を教訓に、東アジア諸国がFDIを積極的に活用した開放経済体制をとるこ
とにより、資本主義的工業化＝輸入代替工業化と輸出工業化を、積極的に推
し進めたことによる。この経済発展戦略の理論的枠組みを実証的に提供した
115東アジア社会の特徴は、弛模した身分制を土台とした封建制の上に構築されていること
である。経済成長の結果により、経済格差が加わり、民主化要求が大きな動きとなって
いる。例えば、マレーシアの場合、身分制度として敢前の日本と同様に、公僕子伯男爵凱
度による身分制度が、マレーシア社会では重要な位置を占めている。
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のが、雁行形態論にはかならない。
この雁行形態経済発展論は政府支援と介入を必要とし、東アジア諸国に開
発独裁をもたらした。この国家形態は権威主義国家（authoritarian）と呼ば
れ、この権威主義国家による政府主導型の開発主義による産業政策と密接な
絡みを持っている。この結果、東アジア諸国の貿易経済産業構造は同質化し、
この同質化をもたらしたのは、工業化戦略を貿易とF工）Iに絡ませたところ
に最大の特徴を有し、これが外資主導型輸出志向工業化であり、アフリカ諸
国の経済開発における一つのモデルとなっている11㌔
表7　東アジアの開発主義の三形態
アジア的開発独裁型 アジア NIEs、ASEAN
社会主義開発独裁型 中国、ベ トナム、北朝鮮
民主開発型 日本
注）開発独裁には、実質的に軍事政権であるタイやインドネシア、また共産主義思想による
統制経済をとるシンガポールや疑似民主主義体制であるマレーシア株式会社形態など、
その形態はその園の独立過程、構民地支配の在り方などによって異なる。日本は戦後占
領体制による米国式民主主義による再教育課程において、政府が積極的に経済活動に介
入した経済開発（戦後、経済復興過程）を意味する。
出所：筆者作成
FDIに主導された東アジアの種済発展は、雁行形態による輸入代替から輸
出志向に移行することによりもたらされものであり、この雁行形態を基礎と
した工業化形態を分類すると次の通りである。
1）ASEAN諸国が成功した輸入代替工業化から、工業製品の代替財の国
産化から輸出促進型への転換による工業化である。この形態は、雁行形態理
116三木敏夫：「アフリカの経済発展とアジア」「アジア研究所所報j亜細亜大学アジア研究
所　2∝略年12月号参照。
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論の典型的な穫済発展形態であり、日本などがたどった工業化過程である。
2）次に、豊かな一次産品などの加工資源加工による輸出促進型工業化
である。国内市場の狭魔性から加工資源製品の市場を海外市場に求めた工業
化過程である。このため輸入代替過程は省略されるが、赤松理論の産業発展
の基本形態によるアグロインダストリ（agro－industry）である国内産業の発
展をもたらした後、国際価格兢争力を背景に、輸出産業に発展していった工
業化過程である。これは、タイが積極的にFDI主導による工業化に移行す
る1980年代以前において推し進められた工業化戦略であり、国内資源の加工
による輸出代替型過程である。一次産品などの豊富な天然資源を有する東ア
ジア諸国が取る工業化戦略として理に適ったものである117。
3）労働集約的産業から、後方連関効果の高い資本集約的な高度の技術を
必要とする重工業化（第二次輸入代替工業化）への移行である。この工業化
は、FDIを軸に展開された雁行形態論の発展した経済発展形態にはかならな
い。欧米諸国などの先進国市場を製品輸出市場としたもので、FDIを導入す
ることにより、国内市場よりもっぱら海外市場をターゲットとしている。こ
の産業政策は、輸入代替と輸出志向が複線で同時進行するところに特徴があ
り、内向きの工業化から外向きの工業化へのシフトを意味する。1970年代か
らのタイ、マレーシアの工業化過程に顕著にみられる戦略である。このダブ
ル・トラック方式を可能としたのが、1980年央から始まる日本やアジア
MEsが巻き起こした外資ブームにはかならない。
4）上記の工業化戦略は内発的なものであるのに対して、MNCによる産
業内分業を活用した工業化戦略がある。これは東アジア諸国が用意した
FTAやEPZ、あるいは中国の経済特区に、「貴通投資、最適生産」を模索す
るMNCが進出することにより、東アジア諸国を欧米先進国向け輸出の生産
117マレーシアでは工業化のルートマップとして工業マスター計画を実施している。1980
年代森林資源などを活用した資源加工型産業を奨励した。
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・製造基地化することを意味し、産業内国際分業と国際的工程間分業体制の
確立、即ち日系企業を軸とし、東アジア諸国に生産ネットワークを構築す
ることであった。
（2）国際分業と共同市場
FDIを軸とした東アジアで展開された雁行形態的工業化は、国際分業の変
化をもたらし、共同市場構想への道を開くことになった。下図は例示として、
束アジア域内における垂直分業体制の形成による、域内分業体制と産業の集
積を表した概念図である。雁行形態により、消費財、耐久消費財産業、ハイ
テク産業と省エネ・環境産業がは日本に始まり、これらの産業が貿易および
FDIを通してアジアNIEs、そしてASEANを経て中国に伝播し、東アジア
地域において城内分業体制と産業の集積、高度化と深化がおこり、1990年か
図14　地域経済圏の形成と産業の集棟
経済発展
日本
NIEs
ASEAN
中国
時
段　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 地域経済周 と産業集甜
併働鮒 産聖 耐久鵬 軋 レ、イテi産
l環境 ・省エネ
1労働集約産魂　 耐久消費財産 レ、イテ ク産業l
耐久消費財産
l労働集約塵
随働集約轟
1970年　　　　 1980年　　　　 1990年　　　　 2000年
注1）労働集約産某：消費財（繊維製品、白物家電、日常雑貨製品なと．）
耐久消費財産業：中高級消費財（TV、ビデオ、オーディオ、オートバイ、自動車など）
ハイテク産業：電子・情報機許製品、液晶TV、携帯電議など
省エネ・環境産薬：バイオ技術、省エネ技術など
注2）1990年から20α）年にかけて、束アジア地域において垂直的国際分業による産業構造が形成
され、また、各地域において産業摘達の多様化と高度化、深化が進展した。この結果、これ
らが東アジア共同体構想のインフラを櫨供することになった。
出所：筆者作成
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ら2000年にかけて広域地域経済圏が自然発生的に形成され、これが東アジア
共同市場形成の可能性を生み、その概念を表したものである。
また、下図は、東アジア地域においてFDIを軸に、雁行形態発展により工
業化したASEANとE］本との間の比較優位に基づく国際分業関係を表して
いる。PPはリプチンスキーの定理により、生産要素が資本財に比較優位を
持つ日本の生産可能性曲線を表す。P’p’は、工業化により、消費財に比較
優位を持つASEANの生産可能性曲線である。El本とASEANの間で比較
優位に基づく貿易をおこなうと、日本は、A点で生産し、C点で消費する。
日本は、資本財をASEANにAD輸出し、消費財をASEANからCD輸入す
る。同様に、ASEANでは、B点で生産し、C点で消費を行う。ASEANは、
日本から資本財をCE輸入し、日本に消費財をEB輸出すると、両国の無差
別曲線は貿易を開始する前より原点から遠くなり、両国は、貿易の利益とし
ての経済厚生が高まる分業関係が形成され、一つの地域経済市場が形成され
る。このような状況が、東アジア共同体構想を生む経済的土台となった。
図15　日本とASEANの地域分業体制と共同市場形成の概念
資本財（日本、資本集約）
R・．覧・
O P P
出所：筆者作成。
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（3）局地市場経済圏の形成
東アジア地域における地域経済圏として、重要な役割を果たしているのが、
また、局地市場経済圏としての成長の三角地帯（growthtriangle、GT）であ
る。これは東アジア地域において、雁行形態的経済発展の派生的経済現象と
して特定地域に産業の集中と集積が行われ、この地域から「ヒト、モノ、カ
ネ」がスピル・オーバ，（spil1－OVer）し、局地市場経済Egが形成されている。
現在、東アジア地域には、構想を含めて9つの局地市場経済圏118があり、そ
の中でもシンガポール、マレーシア・ジョホール州とインドネシア・リアウ
州（ビンタン島とバタム島）で構成される商の成長の三角地帯（SIJOTI）が、
実質的に機能しており、ASEAN共同体、東アジア共同体構想のインフラを
提供している。
おわりに
戦前における日本では、赤松要の雁行形態の基本図式である輸入一国内生
産一輸出による輸入代替工業化から輸出工業化にシフトし、日本の技術を軸
とした輸入代替工業化が、タイムラグをおいて連鎖的に生起することにより、
欧米諸因による半植民地ないし植民地であった東アジア地域で広域経済圏と
しての「大東亜共栄圏」が構想されることになる。同構想は、反植民地思想
と密接な関係を有し、必ずしも帝国主義による東アジア諸国の侵略を意味す
るものではなかった119。雁行形態発展の結果としての地域経済圏の形成で
1189つの局地市場経済圏は①南の成長の三角地帯（SIJORI）、②北の成長の三角地帯（NGT）、
③東の成長の三角地帯（EGT）、④豆満江成長の三角地帯、⑤MyChl国境市場圏、⑥バー
ッ経済圏、⑦環日本海経済圏、⑧黄海経済臥⑨華南経済圏（GSC）があり、拙著rア
ジア経済と直接投資促進副pp189－2（泊に詳しく分析されている。
119戦前において、雁行形態的発展による東アジアにおける広域地域経済圏形成が、日本帝
国主義による韻土拡大を目的とした侵略戦争を、正当化するために利用されたことは残
念である。
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あった。
確かに、現在のASEANと中国の経済発展は、赤松の図式による輸入代替
工業化の延長線上にある輸出工業化の結果であり、これは輸出代替であり、
工業化の対象市場が輸入代替の国内市場に替わる海外市場であった。
ASEAN・中国では、輸入代替工業化が省略され、FDIを軸とした海外市場
向け生産が東アジア地域で連銀的に、日本一アジアNIEs（シンガポール、
韓国、台湾、香港）一一先発ASEAN4カ国（タイ、マレーシア、フィリピン、
インドネシア）－中Bl一後発ASEAN諸国（ベトナム、ラオス、カンボジア、
ミャンマー）へシフトし、自然発生的に広域地域経済圏120としての東アジア
共同体が構想される経済状況を生んだ。
輸入代替工業化過程を実証分析から判読することが難しいから、東アジア
諸国の工業化過程から広域潅済園形成過程は、赤松の雁行形態的発展ではな
いと批判することは非常に浅薄なものといえよう。ASEAN諸国で日本や英
国のように明確に輸入代替工業化が実証分析から析出されなかったのは、
ASEAN諸国の低所得と狭駐な市場によるもので、輸入代替工業化を支える
噺斉力が十分でなかった。これらの問題を解決したのが、国内市場に替わり
海外市場をE］的としたFDIを軸とした輸出工業化であり、貿易とFDIを関
係づけた赤松の雁行形態的発展の応用的発展が輸出代替工業化であり、この
結果、東アジア城内に生産ネットワークが形成され、垂直分業が発生し、
地域共同市場としての東アジア共同体構想が生まれる歴史的必然性があった
といえる。
しかし、この地域経済臥ま、EUのように制度的に形成されたものではな
1却1930年代から太平洋戦争にかけての1940年代前半において、満州事変時「五族協和」論、
日中戦争期「東亜新秩序」論、太平洋戦争期「大東亜共栄圏」が唱えられた。アジア諸
民族の開放と共生が主張された。その地理的範周は中国を含む「東亜」から東南アジア
を含む「大東亜」へと拡大し、「植民地なき帝国主義」の広域穫済圏が構想された。現在
の東アジア共同体構想の理念と目的とは、根本的に異なる広域経済圏構想である。
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く、多様性をもったアジアに、自然発生的に工業化の結果として生まれたも
のである121。これをアジア的122共同市場形成過程と呼ぶことができ、EU的
な経済統合過程に収蝕するかどうかは、時間の経過をまたなければいけない。
こうした中、1997年のアジア通貨危機を契機とした2000年のチェンマイ・イ
ニシャティプ（ChiangMalInitiative）では、日本の新宮沢構憩による300位
ドルをベースとした2国間通貨スワップ協定123の締結や、ユーロを見本に、
アジア共通通貨創出が議論されており、共同市場形成に向けでの努力が行わ
れている。
東アジア共同体構想の基礎をなすのが、2015年設立を目標としたASEAN
共同市場の構築である。しかし、同計画は、2008年9月サブ・プライム・
ローンに端を発する、リーマン・ブラザーズ社の倒産により始まった世界金
融経済危機により先延ばしされる状況にある。
121三木敏夫：「世界貿易機関（WTO）と自由貿易協定（FTA）」r商経論集」札幌学院大学
20（蛤年において、東アジア域内貿易について分析している。
122アジア的なものとして、多民族同家、多様性（貧困から富裕、政教から民主、共産主義
から資本主義）、狭間文化、権威追従・服従、滅私奉公、家父長制、複合社会、二重経済
構造、開発独裁などがあげられるが、ミュルダールがAs血lD用ma1971において西洋
的アプローチで理解できない異質な社会をアジア的なものとして表している。アジアの
非西欧的特徴として次の12項目を挙げている。①気候が熱帯ないし亜熱帯の高温多湿で
あり、生産性を低下させる基本的要因となっている。（む有色人種（非白人種）の社会で
ある。③タイを除き欧米諸国の植民地であった。④欧米留学した少数のエリートにより
政治的独立を達成した。⑤権威的政治支配構造を持ち、その傾向は強まっている。⑥経
済的貧困、社会的不安定、①生産の諸条件が経済発展に不利である。⑧生活及び仕事に
対する態度が経済発展の障害になるものを持つ。（勤人口増加が激しく、産児制限の意識
が薄い。⑩経済発展に不利な制度的条件が存在する（ソフトステイ日。⑫真の意味で、
人生に前向きでないものが存在する。⑫近代的社会に移行する価値観の変化がみられな
い。ミュルダールの指摘が日覚ましい近代化＝工業化により、既にみられなくなった特
徴もある。
1232（氾9年2月のASEAN十3財務相会議において、通貨スワップ額を800億ドルから1，2（拇
億ドルに増額すること、またIMFの承認なく融通できる上限を10％から20％に拡大する
ことで合意した。日本と中国が3糾鮭ドル、韓国192倍ドル、ASEAN240億ドル出資する
ことになった。
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東アジア地域が平和なアジアを確立し、経済繁栄を享受し続けるためにも、
雁行形態発展を土台としたアジア的経済統合としての東アジア共同体が、構
築されるかどうかにかかっている。この共同体は、APEC（アジア太平洋経
済協力、Asia－PacificEconomicCooperatlOn）で提唱された「開かれた地域
耗合（openregionalism）」でなければならない。また、この共同体は、実利
に根差した“Do－WhaトYou－Can－Do124”即ち「自分たちが出来ることを実行
する」共同体にはかならない。
いずれにしろ、東アジアにおける雁行形態観を評価する場合、日本が雁の
先頭であることを問題としているが、問題は、どの国が雁の先頭を飛ぶかど
うかではなく、東アジアにおける相互経済依存関係の中で、雁の先頭を飛ぶ
国は変わるし、また変わることにより、東アジア地域は、世界の成長セン
ターとしてあり続けることにある。
最後に、東アジア地域で日本企業が構築した生産ネット・ワークを生かし、
雁行形態的経済発展パターンを再構築するには、同地域で企業活動を展開す
る日系企業の「現地化」の展開如何にかかっているといえる。現地化には
「所有と経営の分離」、「生産の現地化」、「経営の現地化」など多様な形が考
えられる。1980年代、豊富で低廉な労働力を求めた「企業が投資先を決める
時代」から、生産ネッ　トワークを軸とした「企業が新たな雁行形態的経済
発展パターン再構築する」時代になったたといえる。
＊本稿作成に当たり協力いただいたUniversitiKebangsannMalaysia
（UKM）経済経営学部のDr．Madeline准教授、Dr．Faridah准教授及
び亜細亜大学アジア研究所の石川教授、小林教授そして野副教授（所
124IvanTseEchtchev＆PhlhppeDebro耽As遁b TLITLngPt，int－anlntTOductron toAsLaも
伽am正助onom血sa地e　ねwm〆娩e♪kwCen亡UJγ2∝氾9pl13
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長）にこの場を借りて心からお礼を申し上げたい。また、マレーシア
において工場見学を快く引き受けていただいた平石会長（サンライズ
工業㈱）と石本社長（Sunchirin（M）SdnBhd）、山本会長（日本メディ
カルプロダクツ㈱）と吉住社長（MedlprO（M）SdnBhd）及びティガ
・アユル会（Tiga－Air－Kai）から有益な情報をいただいた。この場を
借りてお礼を申し上げる。
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